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予算額(案) ( R3予算額 )

1

( 1 ) 独立行政法人教職員支援機構運営費交付金 1,223 ( 1,212 )
( 2 ) 大学における教員の現職教育への支援 43 ( 43 )
( 3 ) 研修受講履歴管理システムの構築 93 ( 0 )
( 4 ) 新任校長オンライン集合ハイブリッド研修 19 ( 0 )

特定免許状失効者管理システムの構築等 1,021 ( 0 )

2
( 1 ) CBTシステム(MEXCBT)の拡充・活用推進 527 ( 562 )

( 2 ) 全国学力・学習状況調査のCBT化に向けた取組の推進 95 ( 90 )

CBTシステム(MEXCBT)の機能改善・拡充 534 ( 0 )
全国学力・学習状況調査のCBT化に向けた教育アセスメントに関する
研究開発

310 ( 0 )

「公教育データ・プラットフォーム（仮称）」の構築 326 ( 0 )

3
( 1 ) 学制150年記念事業 26 ( 0 )

4
( 1 ) 外国人児童生徒等への教育の充実 1,132 ( 910 )

5
( 1 ) 在外教育施設の機能強化（教師派遣、ICT環境整備等） 17,172 ( 17,253 )

在外教育施設における高速無線LAN整備事業等 147 ( 0 )

6
( 1 ) 学校を核とした地域力強化プラン 7,446 ( 7,338 )
( 2 ) 家庭教育支援推進事業 43 ( 8 )
( 3 ) 体験活動等を通じた青少年自立支援プロジェクト 72 ( 70 )
( 4 ) 読書活動総合推進事業 52 ( 0 )

( 5 ) 学校安全推進事業 294 ( 244 )
( 6 ) 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 338 ( 338 )

7
( 1 ) 学校卒業後における障害者の学びの支援に関する実践研究事業 134 ( 116 )

8
( 1 ) 放送大学学園補助金 7,389 ( 7,386 )

( 2 ) 専修学校による地域産業中核的人材養成事業 984 ( 725 )

DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推
進事業

1,550 ( 0 )

放送大学学園補助金（デジタル化対応教育環境整備） 69 ( 0 )
放送大学学園における学習環境の充実のための整備 899 ( 0 )

● 学校における日本語指導体制等の充実や外国人の子供の就学促進

● 在外教育施設の戦略的な機能の強化

参考：令和3年度補正予算

● 放送大学におけるAI教育等のエキスパートレベルのコンテンツ制作等

● 大学や学校卒業後における障害者の学びの推進

○ 放送大学におけるデジタル化に対応した教育環境整備等

○ 失業者・非正規雇用労働者等への就職・転職支援プログラムの実施

・

●

GIGAスクール構想の着実な推進と学
びの充実

令 和 ４ 年 度 予 算 額 (案)　主 要 事 項
（単位：百万円）

● 教師の質の向上と新たな学びの実現や外部人材活用に向けた仕組みと研修
体制の構築および環境整備

主な事業事項

令和の日本型学校教育に対応した教師
の養成・採用・研修の一体的改革

参考：令和3年度補正予算
○ 児童生徒性暴力等防止等のためのデータベース構築等

参考：令和3年度補正予算

○

・

● CBTシステム(MEXCBT)の拡充・活用推進

●

● 学制発布150年を記念した事業の実施

● 学校を核とした地域力強化等

学校安全体制の整備

・

専修学校におけるDX人材養成のための教育プログラムの開発・実証等

● 全国学力・学習状況調査のCBT化に向けた取組の推進

人生100年時代等を見据えたリカレント
教育等社会人が学び直す機会や職業
教育の充実

・

・

・

・

・

参考：令和3年度補正予算

学制150年記念事業

外国人の受入れ拡大に対応し、共生社
会の実現を図るための、外国人児童生
徒等への教育等の充実

グローバル社会に生きる児童生徒の教
育機会の充実

コミュニティ・スクールと地域学校協働活
動との一体的推進等による地域や家庭
の教育力の向上や体験活動の充実、学
校安全体制の整備の推進

就学前から高等教育段階、卒業後も含
めた生涯を通じた障害者の学びの推進

教育の質向上に向けたDXの推進
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１． 
令和の日本型学校教育に対応した 

教師の養成・採用・研修の一体的改革 
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（１）独立行政法人教職員支援機構運営費交付金

（前 年 度 予 算 額 １，２１２，３４５千円） 

令和４年度予算額(案) １，２２３，２０５千円   

１．趣 旨 

平成 29 年４月から独立行政法人教職員支援機構として、教職員の養成･採用･研修の一体

的改革を担う新たなミッションを実現するために、各都道府県教育委員会や大学等との連

携を図りつつ、教職員に対する研修の実施、研修に関する指導・助言に加え、教員の資質能

力向上に関する調査研究の実施や任命権者が策定する教員の育成指標に対する専門的助言、

免許状の更新講習等認定事務及び資格認定試験実施事務といった事業の運営に要する経費

を計上するものである。 

２．事業内容 

全国の教職員の養成・採用・研修を担う関係機関の中核拠点として、学校教育関係職員に

対する研修の実施や研修に関する指導・助言、教育委員会や大学・教職大学院等と連携・協

力体制を構築し、研修の高度化・体系化の促進を図るとともに、教員の資質能力向上に関す

る調査研究とその成果の研修への活用等の事業に取り組む。 

（１）学校教育関係職員に対する研修の実施

学校教育関係職員に対する研修を実施するナショナルセンターとして、自治体にお

ける学校経営の中核となる教職員を対象とした学校マネジメント研修及び喫緊の重要

課題に対応できる指導者を養成するための研修等を行う。 

（２）教員の資質の向上に関する指標を策定する任命権者に対する専門的助言の実施

機構が有する知見やネットワークを活用した専門的な助言や、指標に関する全国の

先進事例の調査・分析を行う。 

（３）学校教育関係職員を対象とした研修に関する指導・助言及び援助の実施

教育委員会等においてより充実した教職員に対する研修等が実施できるよう、研修

に関する指導や助言を行うほか、教職員における研修機会の確保のため、インターネッ

トを使った研修コンテンツの配信を行う。

（４）学校教育関係職員が職務を行うに当たり必要な資質に関する調査研究及びその成果

の普及の実施 

機構が主体となり、大学や教育委員会等と連携し、養成・採用・研修の改善に資する

専門的・実践的な調査研究を行う。 

（５）免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定に関する事務の実施

免許状更新講習及び免許法認定講習等の認定に関する事務を行う。

（６）教員資格認定試験の実施に関する事務の実施

教員資格認定試験の実施に関する事務について、試験問題作成及び試験実施に関する

事務を行う。 
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（２）大学における教員の現職教育への支援

（前 年 度 予 算 額 ４３，４８７千円） 

令和４年度予算額(案) ４３，４６１千円   

１．趣 旨 

大学における教員の現職教育への支援を行うため、①山間地・離島などのへき地学校の教

員、②少人数の教科・科目を担当する教員、③障害のある教員、④通信・放送・インターネ

ット等による免許状更新講習や現職教育講習、⑤現職研修と兼ねた免許状更新講習や現職

教育講習を開設する大学等への補助を行う。また、教員免許状を保有するものの教職には就

いていない者や外部人材の資質能力の確保に資するよう、教師として教壇に立つ上で必要

な知識技能を刷新するための学習コンテンツの開発・提供のための調査研究や補助を行う。

さらに、教員免許更新制の円滑な実施や教師不足の解消に資するため、教員免許制度の高度

化を図る調査研究を行うとともに、教員免許状を有する者等に対して制度の周知等を行う。 

２．事業内容   

（１）教員講習開設事業費等補助金事業 

①山間地離島へき地等講習開設事業

②特殊要因教科・科目講習開設事業

③免許状更新講習等における障害者支援事業

④通信・放送・インターネット等による講習開発支援事業

⑤現職研修と兼ねた講習開発支援事業

（２）教員免許制度の高度化推進事業 

（３）制度周知事務 
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あ
あ
あ
あ

教
員
とし
て
必
要
な
資
質
能
力
が
保
持
され
る
よう
、定
期
的
に
最
新
の
知
識
技
能
を身
に
付
け
る
こと
を目
的
とし
て
平
成
２
１
年
４
月
に
教
員
免
許
更
新
制
が
導
入
され
、

多
くの
教
員
が
免
許
状
更
新
講
習
を受
講
して
い
る
。

全
国
各
地
で
質
の
高
い
更
新
講
習
や
多
様
な
学
校
種
、教
科
等
を担
当
す
る
教
員
の
更
新
講
習
の
受
講
機
会
の
確
保
を図
る
とと
も
に
、こ
れ
まで
の
更
新
講
習
の
成
果
と課

題
を踏
まえ
つ
つ
、教
員
や
教
員
をめ
ざ
す
外
部
人
材
の
更
な
る
資
質
能
力
向
上
に
資
す
る
取
組
を推
進
して
い
く必
要
が
あ
る
。

事
業
内
容

１
．
教
員
講
習
開
設
事
業
費
等
補
助
金

全
国
各
地
で
免
許
状
更
新
講
習
や
現
職
教
育
講
習
の
受
講
機
会
を
確
保
す
る
た
め
、以
下
の
よ
うな
講
習
を
開
設
す
る
大
学
等
に
対
して
、予
算
の
範
囲
内
で
補
助
金
を
交
付
す
る
。

ア
ウ
トプ
ット
(活
動
目
標
)

全
国
各
地
の
教
員
や
外
部
人
材
等
の
受
講
機
会
を確
保
す
る
とと
も
に
、

教
師
とし
て
教
壇
に
立
つ
上
で
必
要
な
知
識
技
能
を刷
新
す
る
た
め
の
質
の

高
い
学
習
コン
テ
ンツ
を開
発
・提
供
す
る
。

・大
学
等
に
よる
免
許
状
更
新
講
習
や
現
職
教
育
講
習
の
先
進
事
例
の
蓄
積
。

・講
習
の
受
講
者
に
よる
事
後
評
価
結
果
に
占
め
る
好
意
的
評
価
の
割
合
を向
上
。

背
景
・

課
題 ①
山
間
地
離
島
へ
き
地
等
講
習
開
設
事
業

●
山
間
地
・離
島
・へ
き
地
な
どの
、近
隣
に
大
学
が
存
在
しな
い
地
域
や
、交
通
の
便
が
悪
い
等
の
地
域
事
情

に
よ
り講
習
の
開
設
が
困
難
な
地
域
に
お
い
て
、大
学
等
が
出
張
形
式
に
て
講
習
を
開
設
す
る
場
合
に
一
定

の
補
助
を
行
う。

●
件
数
・単
価
：
約
10
講
習
×
約
１
４
万
円

②
特
殊
要
因
教
科
・科
目
講
習
開
設
事
業

●
対
象
教
員
が
少
人
数
の
教
科
や
科
目
、領
域
等
に
対
応
した
講
習
を
開
設
す
る
場
合
に
一
定
の
補
助
を
行
う。

（
例
）

・商
業
、水
産
、農
業
、特
別
支
援
教
育
、技
術
、音
楽
、体
育
、地
学
、小
学
校
英
語
等
の
講
習
開
設

・当
該
地
域
に
お
い
て
開
講
数
が
少
な
い
幼
稚
園
教
諭
や
栄
養
教
諭
を
対
象
とし
た
講
習
開
設

●
件
数
・単
価
：
約
10
講
習
×
約
９
万
円

ア
ウ
トカ
ム
(成
果
目
標
)

③
免
許
状
更
新
講
習
等
に
お
け
る
障
害
者
支
援
事
業

●
障
害
の
あ
る
教
員
を
受
講
者
とし
て
受
け
入
れ
て
、必
要
な
支
援
を
行
った
場
合
に
一
定
の
補
助
を
行
う。

（
例
）
視
覚
障
害
の
あ
る
教
員
に
対
す
る
点
訳
資
料
・問
題
の
作
成
等

●
件
数
・単
価
：
約
４
講
習
×
約
16
3万
円

④
通
信
・放
送
・イ
ン
タ
ー
ネ
ット
等
に
よ
る
講
習
開
発
支
援
事
業

●
育
児
や
近
隣
地
域
の
講
習
開
設
状
況
等
に
よ
り、
対
面
式
講
習
を
受
講
す
る
こと
が
困
難
な
者
や
外
部
人

材
が
受
講
可
能
な
講
習
を
確
保
す
る
た
め
、通
信
・放
送
・イ
ンタ
ー
ネ
ット
等
に
よ
る
講
習
を
開
発
す
る
場
合

に
、一
定
の
補
助
を
行
う。

●
件
数
・単
価
：
15
機
関
×
約
14
0万
円

⑤
現
職
研
修
と兼
ね
た
講
習
開
発
支
援
事
業

●
研
修
の
合
理
化
及
び
教
員
の
負
担
軽
減
を
目
的
とし
て
、都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
の
任
命
権
者
等
が

行
う現
職
研
修
と兼
ね
た
講
習
を
新
た
に
開
発
す
る
場
合
に
、一
定
の
補
助
を
行
う。

●
件
数
・単
価
：
１
機
関
×
約
10
0万
円

２
．
教
員
免
許
制
度
の
高
度
化
推
進
事
業

●
これ
ま
で
の
免
許
状
更
新
講
習
の
成
果
と課
題
を
踏
ま
え
つ
つ
、大
学
と教
育
委
員
会
との
連
携
に
よ
る
講
習
の
実
施
も
含
め
、今
後
の
更
な
る
教
員
の
資
質
能
力
向
上
に
資
す
る
講
習
の
開
発
・普
及
を
行
う。

●
件
数
・単
価
：
２
機
関
×
約
２
４
６
万
円

令
和
4
年
度
予
算
額
（案
）

4
3
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

4
3
百
万
円
）
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（３）研修受講履歴管理システムの構築

（  新   規  ） 

令和４年度予算額(案)  ９３，３０３千円  

１．趣 旨 

多様な専門性を有する教職員集団を構築するためには、外部の人材を活用するだけでな

く、教師自身が新たな領域の専門性を身に付けるなど強みを伸ばすことが必要であり、教師

一人一人の個別最適な学びが一層求められる。 

令和３年 11 月 15日に中央教育審議会で「『令和の日本型学校教育』を担う新たな教師の

学びの姿の実現に向けて（審議まとめ）」が取りまとめられ、教師の学びについては、具体

的な目標に向かって、体系的・計画的に研修等が行われる必要性が示された。同審議まとめ

では、今後、時代の変化に応じた高い資質能力を身に付けるためには、一人一人の教師が、

自律的、体系的・計画的な学びを実現することが必要であり、自らが置かれた状況に照らし

て、どのような知識技能を身に付けたいのかという「将来の姿」とこれまでにどのような知

識技能が身についているのかという「現在の姿」を照らしあわせて、その間を埋めるという

明確な目的意識に基づき、必要な研修等を主体的に選び取ることが自律的な学びの駆動力

となるとされた。また、その際には、教師と任命権者や服務監督権者・学校管理職等が、教

員育成指標やこれまでの研修受講履歴等を手掛かりとして、積極的な「対話」を行うことが、

教師の意欲を喚起しつつ、成長の支援を行うために効果的であるとされた。 

このため、教師の研修履歴を記録・管理するシステムを構築することで、教師と任命権者

や服務監督権者・学校管理職等が教師の必要な学びに向けた積極的な「対話」と適切な「研

修奨励」の取組を促進し、一人一人の教師の継続的な学びを支援する。 

２．事業内容  

教師一人ひとりに即した、「個別最適な学び」を保証するための３つの仕組み（①学習コ

ンテンツの質保証、②ワンストップ的に情報を集約しつつ、適切に整理・提供するプラット

フォーム、③学びの成果を可視化するための証明）と一体となった研修受講履歴管理システ

ムの設計に関する調査・研究（令和３年度補正予算に計上）を踏まえた、教師の研修受講履

歴を蓄積・管理する新たなシステムを構築する。 
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0

背
景
・課
題

事
業
内
容

教
師
一
人
ひ
とり
に
即
した
、「
個
別
最
適
な
学
び
」を
保
証
す
る
た
め
の
３
つ
の
仕
組
み

（
①
学
習
コン
テ
ンツ
の
質
保
証
、②
ワン
ス
トッ
プ的
に
情
報
を集
約
しつ
つ
、適
切
に
整

理
・提
供
す
る
プラ
ット
フォ
ー
ム
、③
学
び
の
成
果
を可
視
化
す
る
た
め
の
証
明
）
と一
体
と

な
った
研
修
受
講
履
歴
管
理
シ
ス
テ
ム
の
設
計
に
関
す
る
調
査
・研
究
（
令
和
３
年
度
補

正
予
算
）
を
踏
まえ
た
、教
師
の
研
修
受
講
履
歴
を蓄
積
・管
理
す
る
新
た
な
シ
ス
テ
ム
を

構
築
す
る
。な
お
、新
シ
ス
テ
ム
は
令
和
３
年
度
補
正
予
算
に
て
構
築
す
る
教
員
免
許
管

理
シ
ス
テ
ム
等
との
デ
ー
タ等
の
連
携
を図
る
も
の
とす
る
。

また
、新
シ
ス
テ
ム
は
令
和
５
年
度
後
半
か
らの
稼
働
を目
指
し、
令
和
４
年
度
か
ら令

和
５
年
度
に
か
け
て
開
発
す
る
。

（
令
和
3年
度
補
正
予
算
で
整
備
す
る
特
定
免
許
状
失
効
者
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
等

一
元
化
した
新
た
な
シ
ス
テ
ム
の
一
部
とし
て
整
備
。教
員
が
有
す
る
免
許
状
に
関
す
る
情

報
や
、失
効
、研
修
履
歴
等
、各
デ
ー
タの
着
実
な
管
理
と一
元
的
な
分
析
を可
能
とす
る

とと
も
に
、教
育
デ
ー
タを
活
用
して
政
策
・実
践
を改
善
す
る
仕
組
み
の
構
築
を図
る
。）

多
様
な
専
門
性
を
有
す
る
教
職
員
集
団
を
構
築
す
る
た
め
に
、教
師
自
身
が
新
た
な
領
域
の
専
門
性
を
身
に
付
け
る
な
ど強
み
を
伸
ば
す
こと
が
必
要
で
あ
り、
教
師
一
人
一
人
の
個
別

最
適
な
学
び
が
求
め
られ
る
。

学
び
の
成
果
が
可
視
化
され
る
こと
で
、教
師
は
「現
在
の
姿
」と
「将
来
の
姿
」と
の
距
離
を
適
切
に
見
通
す
こと
が
で
き
、目
的
意
識
を
持
って
次
の
学
び
を
選
択
で
き
る
よ
うに
な
る
。ま
た
、

任
命
権
者
や
服
務
監
督
権
者
・学
校
管
理
職
等
は
、特
定
の
事
項
に
秀
で
た
教
師
の
発
掘
等
、学
び
の
成
果
を積
極
的
に
活
用
す
る
こと
が
で
きる
よう
に
な
る
とと
も
に
、学
校
全
体
の
教

育
力
の
向
上
に
も
つ
な
が
り、
子
ども
た
ち
の
学
び
の
充
実
に
つ
な
が
る
。

こう
した
「新
た
な
教
師
の
学
び
の
姿
」を
実
現
す
る
た
め
に
は
、デ
ー
タベ
ー
ス
に
蓄
積
され
た
研
修
受
講
履
歴
等
を
活
用
しな
が
ら「
目
標
設
定
→
受
講
→
可
視
化
と共
有
→
目
標
設

定
・・
・」
とい
うプ
ロセ
ス
を経
る
こと
が
効
果
的
か
つ
効
率
的
で
あ
る
こと
か
ら、
その
た
め
の
新
た
な
シ
ス
テ
ム
を構
築
す
る
必
要
が
あ
る
。令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

93
百
万
円

（
新
規
）

研
修
受
講
履
歴
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築

（
中
央
教
育
審
議
会
「令
和
の
日
本
型
学
校
教
育
」を
担
う教
師
の
在
り方
特
別
部
会
配
布
資
料
）

シ
ス
テ
ム
構
築
ス
ケ
ジ
ュー
ル

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度
～

３
つ
の
仕
組
み
と一
体
とな
った

新
た
な
研
修
履
歴
管
理
シ
ス
テ
ム
の

設
計
に
必
要
な
調
査
・研
究

【R
3補
正
予
算
】

シ
ス
テ
ム
の
設
計

要
件
定
義

シ
ス
テ
ム
構
築
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（４）新任校長オンライン集合ハイブリッド研修
～学校管理職研修の充実に向けた先導的プログラム形成事業～

（  新   規  ） 

令和４年度予算額(案)  １９，２６１千円  

１．要旨 

教員や事務職員に加えて、専門スタッフで組織される「チームとしての学校」を効果的に

運営し、働き方改革を進め、教育の質を向上させていくためには、学校管理職、特に校長の

マネジメント能力が必要不可欠であり、その向上のための研修充実の必要性が指摘されて

いる。 

全国の新任校長が責任ある職に就く機会を捉え、「働き方改革」推進のためのマネジメン

ト能力や「教師エージェンシー」を育む新しいリーダーとしての校長の資質獲得のための研

修を実施し、新任校長の資質向上を図るとともに、学校現場における実践とグループでの協

議を往還する先駆的な方法で研修を実施することで、各教育委員会や教職員支援機構によ

る管理職研修の充実に向けた先導的な事例を形成し、教職員研修の将来像を提案・牽引する。 

２．内容 

 全国の新任校長を対象とした講義形式のライブ配信を４月に実施する。また、複数の教育

委員会において、新任校長のマネジメント能力向上に関する実践プログラムを３回程度実

施（６月、９月、12月）し、年度末にはその成果等を広く展開するためのオンラインフォー

ラムを再び全国の新任校長を対象に実施する。

（１）協議会設置・運営 

（２）実施教委への委託 

（３）動画制作等 
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機
密
性
2情
報

背
景
・課
題

事
業
内
容

○
運
営
体
制

●
協
議
会
‥
文
部
科
学
省
、
教
職
員
支
援
機
構
、
教
育
委
員
会
関
係
者
、
大
学
関
係
者
で
構
成
。

実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど研
修
全
体
を
立
案
す
る
とと
も
に
、
委
託
先
教
委
や
新
任
校
⾧
へ
の
支
援
等
を

実
施
。

●
委
託
先
教
委
‥
協
議
会
と連
携
し
つ
つ
、
ST
EP
２
に
お
け
る
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
。

ST
EP
3の
オ
ン
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
お
い
て
、
成
果
報
告
果
等
を
実
施
。

○
実
施
方
法
（
詳
細
は
右
記
【年
間
の
流
れ
:
イ
メ
ー
ジ
】を
参
照
）

年
間
を
通
し
て
、
３
つ
の
ス
テ
ップ
か
ら
な
る
事
業
を
実
施
。

ST
EP
1:
校
⾧
職
の
魅
力
や
本
事
業
の
趣
旨
・目
的
等
を
伝
え
る
動
画
を
配
信
。

ST
EP
2:
国
が
提
示
す
る
先
導
的
研
修
の
実
践
モ
デ
ル
・テ
ー
マ
に
基
づ
き
、
委
託
先
教
委
に
お
い
て
、
新
任
校

⾧
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
向
上
に
関
す
る
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
。

ST
EP
3:
ST
EP
2の
成
果
等
を
展
開
す
る
た
め
の
オ
ン
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
実
施
。

新 任 校 長 へ の 講 習 動 画 ラ イ ブ 配 信

（ 令 和 4 年 ４ 月 or 5 月 予 定 ）

課 題 把 握 ・ 校 内 チ ー ム の 結 成

（ 6 月 ）

課 題 へ の 対 応 と 関 係 者 協 議

（ ８ 月 ）

成 果 と 課 題 の 検 証 ・ 分 析

（ 12 月 ）

オ ン ラ イ ン フ ォ ー ラ ム 開 催

（ 令 和 5 年 ３ 月 予 定 ）

協 議 会 メ ン バ ー に よ る 研 修 内 容 の

構 築 等

実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

～
協
議
会
、
委
託
先
教
委
に
よ
る
校
⾧
支
援
等
～

○
費
用

●
協
議
会
運
営
に
係
る
委
託
費

92
0万
円

●
実
施
教
委
へ
の
委
託
費

48
6万
円

●
動
画
制
作
等
に
係
る
委
託
費

48
5万
円

＋
事
務
費

○
事
業
期
間

●
令
和
４
年
度
～
令
和
６
年
度
（
予
定
）

●
S
T
E
P
1
（
令
和
4
年
4
月
o
r5
月
予
定
）

・
全
国
の
新
任
校
⾧
（
約
6,
00
0名
）
を
対
象
に
し
て
、
校
⾧
職
の
魅
力
や
本
事

業
の
趣
旨
・目
的
等
に
関
す
る
動
画
を
ラ
イ
ブ
配
信
（
動
画
を
録
画
す
る
こ
とで
、
オ

ン
デ
マ
ン
ド
配
信
に
も
対
応
）

●
S
T
E
P
２
（
令
和
4
年
6
月
～
1
2
月
予
定
）

・
6月
、
8月
、
12
月
の
３
段
階
（
目
途
）
で
「働
き
方
改
革
」等
の
課
題
を
切
り口

とし
て
、
新
任
校
⾧
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
向
上
に
関
す
る
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施

・
実
践
成
果
を
協
議
会
に
適
宜
フ
ィー
ド
バ
ック
し
、
協
議
会
は
委
託
先
教
委
に
対
し

必
要
な
支
援
を
実
施

●
S
T
E
P
３
（
令
和
5
年
3
月
予
定
）

・
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
成
果
・分
析
結
果
等
を
オ
ン
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
通
じ
て
共
有

新
任
校
⾧
オ
ン
ラ
イ
ン
集
合
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
研
修

～
学
校
管
理
職
研
修
の
充
実
に
向
け
た
先
導
的
プ
ロ
グ
ラ
ム
形
成
事
業
～

○
加
速
度
を
増
す
社
会
的
変
化
に
対
応
す
る
た
め
、
学
校
教
育
に
お
い
て
は
「新
学
習
指
導
要
領
の
全
面
実
施
」、
「学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
」、
「G
IG
A
ス
ク
ー
ル
構
想
」等
とい
った
新
た
な
施
策

が
進
め
ら
れ
る
な
ど、
教
育
を
巡
る
状
況
そ
の
も
の
の
変
化
も
ス
ピ
ー
ド
感
を
増
し
て
い
る
。

○
こ
う
し
た
社
会
的
変
化
に
対
応
し
、
学
校
教
育
が
成
果
を
上
げ
る
こ
とが
で
き
る
か
どう
か
は
、
教
師
の
力
に
大
き
く依
存
し
て
い
る
。
教
師
が
時
代
の
変
化
に
応
じ
た
高
い
資
質
能
力
を
身
に
付
け
、
生
き

生
き
と活
躍
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
に
は
、
校
⾧
等
の
管
理
職
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
向
上
が
不
可
欠
で
あ
る
。

○
こ
の
た
め
、
新
た
に
校
⾧
職
に
着
任
す
る
機
会
を
捉
え
、
「働
き
方
改
革
」等
の
課
題
を
切
り口
とす
る
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
を
通
じ
て
、
新
任
校
⾧
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
一
層
の
向
上
を
図
る
。

○
本
事
業
の
趣
旨
・目
的
や
成
果
等
を
全
国
に
展
開
で
き
る
よ
う
、
委
託
先
教
委
に
お
け
る
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
の
み
な
ら
ず
、
全
国
の
新
任
校
⾧
（
約
6,
00
0名
）
を
対
象
とす
る
講
習
動
画
の
ラ

イ
ブ
配
信
や
オ
ン
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
併
せ
て
実
施
す
る
。

【年
間
の
流
れ
:
イ
メ
ー
ジ
】

S
T
E
P
1

S
T
E
P
2

S
T
E
P
3

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

19
百
万
円

（
新
規
）

○
新
任
校
⾧
が
学
校
⾧
と
し
て
の
課
題
へ
の

組
織
的
対
応
力
や
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
・人

材
育
成
能
力
等
を
身
に
つ
け
る
と
と
も
に
、
国

の
施
策
方
針
へ
の
理
解
を
深
め
る
。

○
学
校
の
具
体
的
な
課
題
に
即
し
た
研
修
を

実
践
す
る
こ
と
で
得
ら
れ
る
満
足
度
を
高
め
、

オ
ン
ラ
イ
ン
研
修
の
み
参
加
の
新
任
校
⾧
も
、

自
校
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
生
か
そ
う
とす
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

○
従
来
の
研
修
と
比
較
し
た
研
修

の
満
足
度
有
用
感
の
向
上
。

○
管
理
職
研
修
の
在
り方
の
実
践

的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
確
立
と
他
の
研

修
へ
の
波
及
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）
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【参考】 令和３年度補正予算 

 

○児童生徒性暴力等防止のためのデータベース構築等 

特定免許状失効者管理システムの構築等  

（  新   規  ） 

１，０２０，８２６千円 

「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」に基づき、特定免許状失効者

等の情報を各採用権者が即時閲覧できる「特定免許状失効者等データベース」とあわせて、

教員が有する免許状や研修履歴等のデータベースが連携した新たなシステムを構築する。 
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２． 
GIGA スクール構想の着実な推進と 

学びの充実 
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（１）CBT システム（MEXCBT）の拡充・活用推進 

 

(前 年 度 予 算 額  ５６１，６６１千円) 

令和４年度予算額(案)  ５２６，７５８千円  

 

１．要旨 

教育 DX の推進のため、必要な共通ルールとツールを整備する観点から、以下に集中的に

取り組む。 

① 文部科学省が開発した CBT システム（MEXCBT：メクビット）の拡充・活用推進 

② 解答結果等を活用したデータ標準化・分析        

③ 調査等のデータ伝達の簡便化・迅速化 

※ CBT： Computer Based Testing（コンピュータ使用型調査） 

 

２．内容 

（１） MEXCBT の拡充・活用推進           355,437 千円（369,181 千円） 

MEXCBT について、高等教育等での活用の試行や、更なる利便性向上などにより、活

用を推進する。 

（２） 解答結果等を活用したデータ標準化・分析    120,967 千円（192,480 千円） 

MEXCBT の解答結果等を活用し、初等中等教育から高等教育まで一貫したデータの標

準化や教育データの分析等を行い、現場へのフィードバックや新たな知見の創出を実

施する。 

（３） 調査等のデータ伝達の簡便化・迅速化            50,354 千円（新規） 

文部科学省から学校設置者・学校に対して簡易かつ迅速に調査を可能とするクラウ

ドアンケート調査の活用を促進する。 
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0

CB
Tシ
ス
テ
ム
（
M
EX
CB
T）
の
拡
充
・活
用
推
進

背
景
・課
題

（
１
）
M
EX
CB
Tの
拡
充
・活
用
推
進

文
科
省
CB
Tシ
ス
テ
ム
（
M
EX
CB
T）
を
、希
望
す
る
全
国
の
児
童
生
徒
・学
生
等
が
、

オ
ン
ラ
イ
ン
上
で
学
習
・ア
セ
ス
メ
ン
トで
き
る
公
的
な
CB
Tプ
ラ
ット
フォ
ー
ム
とし
て
提
供
し、

デ
ジ
タル
な
らで
は
の
学
び
を実
現

大
学
等
に
お
け
る
活
用
の
試
行
や
、更
な
る
利
便
性
向
上
をな
どを
実
施
し、
活
用
を推
進

（
２
）
教
育
デ
ー
タ
の
効
果
的
な
活
用

M
EX
CB
Tの
解
答
結
果
等
を
活
用
し、
初
等
中
等
教
育
か
ら高
等
教
育
まで
一
貫
した
デ
ー
タの
標
準
化
や
教
育
デ
ー
タの
分
析
等
を
行
い
、現
場
へ
の
フィ
ー
ドバ
ック
や
新
た
な
知
見

の
創
出
を実
施

事
業
内
容

梼
原
町
立
梼
原
学
園
Ｈ
Ｐ
よ
り抜
粋

朝
学
習
で
の
活
用

児
童
生
徒
が
オ
ンラ
イン
上
で
学
習
・ア
セ
ス
メン
トが
で
きる
CB
Tシ
ス
テ
ム
（
M
EX
CB
T：
メ
ク
ビッ
ト）
に
つ
い
て
、プ
ロト
タイ
プの
実
証
等
を踏
まえ
、シ
ス
テ
ム
の
機
能
の
改
善
・拡
充
を

行
い
、令
和
３
年
度
に
希
望
す
る
全
国
の
小
・中
・高
等
学
校
に
お
い
て
活
用
を開
始
。

現
在
、初
等
中
等
教
育
段
階
で
の
活
用
に
加
え
、大
学
等
に
お
け
る
M
EX
CB
Tに
対
す
る
期
待
が
高
まっ
て
い
る
状
況
で
あ
り、
更
な
る
利
便
性
向
上
な
どを
実
施
し、
活
用
を
推
進
す
る
必

要
。

M
EX
CB
T以
外
の
シ
ス
テ
ム
とも
相
互
連
携
し、
効
果
的
な
分
析
・研
究
をす
る
こと
で
、一
体
的
に
運
用
し、
政
策
実
践
を改
善
す
る
仕
組
み
を構
築
。

M
EX
CB
T普
及
展
開
イ
メ
ー
ジ

M
EX
CB
T活
用
イ
メ
ー
ジ

R2
、R
3前
期

（
プ
ロト
タイ
プ
）

Ｒ
３
後
期

（
機
能
拡
充
）

Ｒ
４
～

●
全
国
数
百
校
で
実
証

●
2,
00
0問
搭
載

（
全
国
学
調
等
）

●
希
望
す
る
全
国
の
小
中
高
等
で
活
用

●
数
万
問
搭
載

（
全
国
学
調
＋
地
方
学
調

＋
Ｃ
Ｂ
Ｔ
な
らで
は
問
題
等
）

●
全
国
学
調
CB
T化
等
を
見
据
え
た
機
能
拡

充
・利
便
性
の
向
上
等
（
補
正
予
算
※
）

●
希
望
す
る
全
国
の
小
中
高

等
で
活
用
に
加
え
、大
学
等
に

お
け
る
活
用
も
試
行

●
搭
載
す
る
問
題
・機
能
等
は

順
次
追
加
・改
善

授
業
で
の
活
用

七
尾
市
立
朝
日
小
学
校
Ｈ
Ｐ
よ
り抜
粋

※
令
和
３
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
、以
下
の
機
能
改
善
に
係
る
経
費
を
計
上

・全
国
学
力
・学
習
状
況
調
査
CB
T化
の
対
応
機
能

・特
別
な
配
慮
が
必
要
な
児
童
生
徒
へ
の
対
応
機
能
な
ど

（
教
育
デ
ー
タを
活
用
して
政
策
・実
践
を改
善
す
る
仕
組
み
の
構
築
）

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

52
7百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

56
2百
万
円
）

令
和
3年
度
補
正
予
算
額

53
4百
万
円

－ 13 －

yuri-ina
テキスト ボックス



（２）全国学力・学習状況調査の CBT 化に向けた取組の推進 

 

(前 年 度 予 算 額   ９０，０００千円) 

令和４年度予算額(案)  ９５，１８８千円 

 

１．要旨 

全国学力・学習状況調査は、義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全 

国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その 

改善を図るとともに、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役 

立て、さらに、そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立 

することを目的として実施している。 

GIGA スクール構想の推進や PISA 等の国際学力調査の CBT※ による実施の流れなどを踏 

まえ、全国学力・学習状況調査の CBT 化について、「全国的な学力調査の CBT 化検討ワーキ

ンググループ」において、専門的・技術的観点から検討を行い、令和３年７月に「最終まと

め」をとりまとめた。 

本「最終まとめ」を踏まえ、令和６年度からの順次 CBT の導入に向けて、令和３年度以

降、試行・検証により課題の抽出とその解決を繰り返し、着実な CBT 化の実現に向けて取

り組む。 

※CBT：Computer Based Testing（コンピュータ使用型調査） 

 

２．内容 

（１）全国学力・学習状況調査の CBT 化に向けた試行・検証の実施 

 54,401 千円（50,000 千円） 

複数の自治体を対象に CBT の試行・検証を実施し、実施方法や学校支援方策（技術的トラ

ブルへの対応の支援等）を検証。 

 

（２）CBT の導入に向けた問題開発等や CBT の特性を活かした測定、分析・活用に関する調 

査研究（国立教育政策研究所）            40,787 千円（40,000 千円） 

 CBT の導入に向けた問題開発等を実施するとともに、CBT の特性を活かした測定の在り方

や先進的技術の活用に係るフィージビリティ等について研究開発を実施。 
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【参考】 令和３年度補正予算 

 

○教育の質向上に向けた DX の推進 

 

・CBT システム（MEXCBT）の機能改善・拡充 

（  新   規  ） 

５３３，７７０千円 

 全国の児童生徒・学生等が、オンライン上で学習・アセスメントできる公的な CBT プラッ

トフォーム（MEXCBT）について全国学力・学習状況調査の CBT 化対応等の機能改善・拡充や

利便性の向上を実施し、デジタルならではの学びを実現する。 

 

・全国学力・学習状況調査の CBT 化に向けた教育アセスメントに関する研究開発 

（  新   規  ） 

３０９，７９９千円 

GIGA スクール構想の推進や国際学力調査の CBT による実施の流れを踏まえ、全国学力・

学習状況調査の CBT 化の着実な実現に向けて、問題開発や CBT の特性を活かした測定等に

関する調査研究等を実施する。 

 

・「公教育データ・プラットフォーム（仮称）」の構築  

（  新   規  ） 

３２６，０７２千円 

国・自治体におけるデータに基づく教育施策の実施やデータを活用した新たな研究によ

る知見の創出が可能となるよう、国の教育データや研究成果を集約・公開し、分析・研究等

を行うことができる「公教育データ・プラットフォーム（仮称）」を構築し、その他のシス

テムとも相互連携して効果的な分析・研究をすることにより、教育データを利活用して政

策・実践を改善する仕組みを構築する。 
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３． 
学制 150 年記念事業 
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（１）学制 150 年記念事業 
 

（  新   規  ） 

令和４年度予算額(案)  ２５，５１７千円 

 

１．要旨 

 令和４年度は、明治５（1872）年にわが国で最初の近代学校制度に関する法令である「学

制」が発布されてから 150 年を迎えることになることを記念し、記念式典等関連記念事業を

実施する。 

 

２．内容 

（１）記念式典及び教育功労者表彰               13,244 千円（新規） 

 学制発布 150 年に合わせ、令和４年秋頃に記念式典を開催する。また、これにあわ

せ、教育功労者表彰も予定。 

（２）記念出版                         9,793 千円（新規） 

 学制発布から 150 年の歴史を振り返る「学制 150 年史」を出版。 

（３）記念展示・シンポジウムの開催               2,480 千円（新規） 

 学制 150 年の歴史をテーマとし、文部科学省の「情報ひろば」を活用した展示や、

記念シンポジウムを開催。 
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４． 
外国人の受入れ拡大に対応し、 
共生社会の実現を図るための 

外国人児童生徒等への教育等の充実 
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（１）外国人児童生徒等への教育の充実 
 

（前 年 度 予 算 額     ９０９，５７３千円） 

令和４年度予算額(案)  １，１３２，２９９千円  

               

１．要旨 

公立の小学校、中学校、高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒数は、この 10

年で 1.5 倍（５万人超）と大幅に増加し、母語や文化的背景などの多様化も進んでいるほ

か、集住地域・散在地域でのそれぞれの課題も表面化している。 

 政府においては、外国人の受入れ・共生のための取組を政府一丸となって推進していくた

め、平成 30 年 12 月に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（外国人材の受入

れ・共生に関する関係閣僚会議決定。令和３年６月 15日改訂）（以下、「総合的対応策」

という。）が策定され、「成長戦略フォローアップ」（令和３年６月 18日閣議決定））及

び「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（令和３年６月 18 日閣議決定）において、総合

的対応策に掲げた施策の充実・強化を図ることが明記されている。更に、「対日直接投資促

進戦略 2021（令和３年６月２日対日直接投資推進会議決定）」においては、外国人児童生

徒の教育環境を改善し、令和４年度までに日本語指導を必要とする全ての児童生徒が指導

を受けられるようにすることが明記され、「総合的対応策」等においては、外国人の子供の

就学機会が適切に確保されるよう、令和７年度末までに外国人の子供の就学状況の一体的

管理・把握を図るとの期限が明記されている。 

 また、「日本語教育の推進に関する法律」（令和元年法律第 48 号）が公布・施行され、

同法の規定により、「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための

基本的な方針」（令和２年６月 23日閣議決定）が策定されるとともに、同法第 12 条の規定

において、国は外国人児童生徒等に対する日本語及び教科指導等の充実を可能とする教員

等の配置に係る制度の整備、教員等の養成及び研修の充実、就学の支援その他の必要な施策

を講ずるものとされており、外国人児童生徒等教育の充実に向けた取り組みが法制上も求

められているところである。 

 文部科学省としては、これらを踏まえ、外国人の子供たちが将来にわたって我が国に居住

し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に、就学を促進する

とともに、学校等において日本語指導を含めたきめ細かな指導を行うなど、全国的な教育機

会の確保・教育水準の確保を図るため、以下の取組を行う。 
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２．事業の内容 

（１）帰国・外国人児童生徒教育等に係る研究協議会等        709 千円（701 千円） 

帰国・外国人児童生徒等教育や国際理解教育の充実に資するため、都道府県・指

定都市教育委員会の担当指導主事等を対象に、必要な施策やその実施に当たって

の諸課題、地域における取組等について研究協議、実践交流、情報交換等を行う 

（２）帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

                        【補助率 1/3】 1,058,282 千円（830,350 千円） 

Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業  951,149 千円（723,217 千円） 

帰国・外国人児童生徒等の受入れから卒業後の進路までの一貫した指導・支援体

制を構築し、就学促進を図るためにも、外国人児童生徒等の公立学校への受入促

進、日本語と教科の統合指導や生活指導等を含めた総合的・多面的な指導の充実、

指導・支援体制の整備、多言語翻訳システムや遠隔指導等 ICT の活用の促進、外国

人高校生等に対するキャリア教育をはじめとした支援の充実など、自治体の外国

人児童生徒等の教育の充実に係る取組に対して支援する。 

＜補助対象：都道府県・市区町村（指定都市・中核市以外は間接補助）＞ 

Ⅱ 外国人の子供の就学促進事業          107,133 千円（107,133 千円） 

生活・家庭環境、国籍・言語など多様な背景・事情により、就学に課題を抱える

外国人の子供の就学を促進するため、自治体が行う就学状況の把握、就学ガイダン

スや学校外での就学につなげるための日本語指導等に係る自治体の取組に対して

支援する。＜補助対象：都道府県・市区町村＞ 

（３）日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業 20,940 千円（23,043 千円） 

自治体等への指導・助言等を行うアドバイザリーボードの設置運営や、外国人

児童生徒等向けの学習教材・文書作成などに利用されるポータルサイト「かすた

ねっと」の整備、就学状況や学校での日本語指導に係る実態把握のための継続的

な調査実施など、外国人児童生徒等教育に関する支援基盤を構築する。 

（４）多文化共生に向けた日本語指導の充実に関する調査研究 36,259 千円（36,042 千円） 

集住化、散在化傾向にある外国人児童生徒等の状況を踏まえ、集住・散在地域そ

れぞれの課題解決のための方策について調査研究を行い、外国人児童生徒等も日

本人児童生徒も共にグローバル人材としての資質を育む授業実践の方策について

先進的なプログラムを開発し、全国に普及する。 

（５）高等学校における日本語指導体制整備事業       16,109 千円（19,284 千円） 

高校段階における日本語指導や教科指導等の充実を図るため、「特別の教育課

程」の制度導入による日本語指導等の実施を円滑に進めるためのカリキュラム作

成・指導方法等のガイドラインを作成し、全国に普及することで、課題となってい

る中途退学の防止や進路選択の充実に資する。 
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外
国
人
の
子
供
た
ち
が
将
来
に
わ
た
って
我
が
国
に
居
住
し、
共
生
社
会
の
一
員
とし
て
今
後
の
日
本
を
形
成
す
る
存
在
で
あ
る
こと
を
前
提
に
、学

校
等
に
お
い
て

日
本
語
指
導
を
含
め
た
き
め
細
か
な
指
導
を
行
うな
ど、
適
切
な
教
育
の
機
会
が
提
供
され
る
よ
う以

下
の
取
組
を
行
う。

施
策
の
目
標

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
等
の
教
育
支
援
基
盤
整
備
事
業

21
百
万
円
（

23
百
万
円
）

・「
か
す
た
ね
っと
」に
よ
る
多
言
語
文
書
、日

本
語
指
導
教
材
等
の
提
供

・ア
ドバ
イザ
ー
の
派
遣

・外
国
人
の
子
供
の
就
学
状
況
等
調
査

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）
日
本
語
指
導
に
か
か
る
施
策
立
案
に
関
す
る
助
言
・指
導
や
情
報
共
有
な
どが
図
られ
、外

国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
支
援
体
制
の
基
盤
が
形
成
され
る
。

外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業

10
7百

万
円
（

10
7百

万
円
）

＜
支
援
メニ
ュー
＞

補
助
率

3分
の

1
・就
学
状
況
等
の
把
握
、就

学
ガ
イダ
ン
ス

・日
本
語
指
導
、学

習
指
導

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

不
就
学
を
防
止
し、
す
べ
て
の
外
国
人
の
子
供
の

教
育
機
会
が
確
保
され
る
。

多
文
化
共
生
に
向
け
た
日
本
語
指
導
の
充
実
に
関
す
る
調
査
研
究

36
百
万
円
（

36
百
万
円
）

・集
住
地
域
：
多
文
化
共
生
の
た
め
の
効
果
的
な
教
育
課
程
編
成
や
指
導
方
法
開
発

等
・散
在
地
域
：
拠
点
校
、遠

隔
支
援
校
の
設
置
に
よ
る
効
果
的
な
指
導
体
制
の
構
築

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

モ
デ
ル
化
を
通
じて
、多

様
な
文
化
的
背
景
を
理
解
しな
が
ら学

ぶ
環
境
が
創
造
され
る
。

高
等
学
校
に
お
け
る
日
本
語
指
導
体
制
整

備
事
業

16
百
万
円

(1
9百

万
円
）

・日
本
語
指
導
等
の
指
導
資
料
の
作
成

⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

高
校
段
階
に
お
け
る
指
導
体
制
が
整
備
され
る
こと
に

よ
り、
高
校
中
退
を
防
止
し、
進
路
選
択
の
充
実
が
図

られ
る
。

課 題

入
国
・就
学
前

義
務
教
育
段
階

高
等
学
校
段
階

•
最
大
で
２
万
人
が
不
就
学
の
可
能
性

•
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
は
５
万
人

•
うち
、２

割
が
特
別
の
指
導
を
受
け
られ
て
い
な
い

•
年
間
で
１
割
が
中
退

•
大
学
等
進
学
率
は
４
割

進
学
・

就
職
へ

①
就
学
状
況
の
把
握
、就

学
の

促
進

②
指
導
体
制
の
確
保
・充
実

③
日
本
語
指
導
担
当
教
師
等
の
指
導
力
の
向
上
、支
援
環
境
の
改
善

⑤
異
文
化
理
解
、母

語
・母
文
化
を
尊
重
した
取
組
の
推
進

④
中
学
生
・高
校
生
の
進
学
・

キ
ャリ
ア
支
援
の
充
実

体 制 整 備 指 導 内 容 構 築

外
国
人
児
童
生
徒
等
へ
の
教
育
の
充
実

令
和

4年
度
予
算
額
（
案
）

1,
13

2百
万
円

(前
年
度
予
算
額

91
0百

万
円

)

帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
教
育
等
に
係
る
研
究
協
議
会
等

0.
７
百
万
円
（

0.
7百

万
円
）

帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
事
業

95
1百

万
円
（

72
3百

万
円
）

＜
支
援
メニ
ュー
＞

補
助
率

3分
の
１

・拠
点
校
方
式
に
よ
る
指
導
体
制
構
築

・日
本
語
指
導
者
、母

語
支
援
員
派
遣

・I
CT
活
用

・高
校
生
に
対
す
る
包
括
的
な
支
援

等
⇒
（
本
事
業
に
よ
り達

成
され
る
成
果
）

学
校
生
活
に
必
要
な
日
本
語
指
導
、教

科
との
統
合
指
導
、進

路
指
導
な
ど、
外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
総
合
的
・多
面
的
な
指
導
・支
援
体

制
が
地
域
の
実
情
に
沿
って
構
築
され
る
。
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５． 
グローバル社会に生きる児童生徒の 

教育機会の充実 
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（１）在外教育施設の戦略的な機能の強化 
 

（前 年 度 予 算 額   １７，２５２，９３５千円） 

令和４年度予算額(案)  １７，１７１，９１４千円  

 

１．要旨 

 グローバル人材育成については、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度や、

豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身に付け、

様々な分野で活躍できる人材の育成が重要である。また、急速な社会のグローバル化の進展

に伴い、企業等の海外進出により帯同する子供の教育環境の整備・充実も不可欠である。 

 このため、「在外教育施設未来戦略２０３０」（令和３年６月）等を踏まえ、国内と同等の

学びの環境整備や「選ばれる在外教育施設づくり」に向けた特色化支援など、在外教育施設

で学ぶ児童生徒をグローバル人材として育成するための取組の推進を図る。 

 

２．事業の内容 
・在外教育施設の教育環境の改善 

国内と同等の学びの環境を整備するため、派遣教師の計画的な配置を実現し、少人数

によるきめ細かな指導体制の整備、免許外指導の縮小、特別支援教育や日本語指導の充

実を図る。 

在外教育施設派遣教師 1,331 人 → 1,341 人 

教育委員会等へ交付する委託費の支給率 96％ → 97％ 

・「選ばれる在外教育施設づくり」に向けた多様性・特色化支援 

  多様なニーズを包摂する各学校の教育支援の充実を図るための優れた教育プログラ

ムの開発支援や、在外教育施設の教育や運営に対して指導助言等を行う在外教育アドバ

イザーの設置など、多様性に寄り添ったきめ細やかな支援の充実を図る。 
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在
外

教
育

施
設

の
戦

略
的

な
機

能
の

強
化

１
．

在
外

教
育

施
設

の
教

育
環

境
の

改
善

２
．

「選
ば

れ
る

在
外

教
育

施
設

づ
くり

」に
向

け
た

多
様

性
・特

色
化

支
援

令
和
4年
度
予
算
額
(案
)

17
,1
72
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

17
,2
53
百
万
円
）

（
１
）
派
遣
教
師
数
の
改
善

16
,9

58
百

万
円

◆
在
外
教
育
施
設
教
員
派
遣
事
業
等

派
遣
教
師
に
対
し、
赴
任
・帰
国
旅
費
及
び
在
勤
手
当
等
、都
道
府
県
等
に
対
し、
教
師
派
遣
に
係
る
経
費
（
国
内
給
与
相
当
分
）
を交
付

☞
派
遣
教
師
数
少
人
数
に
よ
る
きめ
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
、免
許
外
指
導
の
縮
小
、特
別
支
援
教
育
の
充
実
、日
本
語
指
導
の
充
実

※
教
育
委
員
会
等
に
交
付
す
る
委
託
費
の
支
給
率
に
つ
い
て
も改
善

◆
派
遣
教
師
の
選
考
・研
修
、校
長
研
究
協
議
会
の
実
施
等

（
２
）
教
育
環
境
の
改
善

13
7百

万
円

教
材
整
備
費
／
通
信
教
育
事
業
費
補
助
等

（
３
）
安
全
管
理
体
制
の
整
備
、教
育
支
援

77
百

万
円

安
全
管
理
／
ス
クー
ル
カウ
ンセ
ラー
巡
回
指
導
等

○
在
外
教
育
施
設
に
お
い
て
も
国
内
と同
等
の
学
び
の
環
境
を
整
備

（
少
人
数
に
よ
る
き
め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
、免
許
外
指
導
の
縮
小
、特
別
支
援
教
育
の
充
実
、日
本
語
指
導
の
充
実
）

○
在
外
教
育
施
設
で
学
ぶ
児
童
生
徒
をグ
ロー
バ
ル
人
材
とし
て
育
成
す
る
た
め
の
取
組
を推
進

考 え 方

1,
33

1名
→

 1
,3

41
名

（
＋

10
名

）

国
内
と同
等
の
教
育
環
境
整
備
とと
も
に
、多
様
性
に
寄
り添
った
きめ
細
や
か
な
支
援
の
充
実

◆
在
外
教
育
施
設
重
点
支
援
プラ
ン

51
百

万
円

（
１

．
（

３
）

の
内

数
）

・
教
育
の
高
度
化
を
図
る
た
め
の
優
れ
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
支
援

◆
在
外
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
の
設
置

12
百

万
円

（
１

．
（

３
）

の
内

数
）

・
学
校
運
営
、
教
育
活
動
の
改
善
へ
の
支
援

新
規

新
規

令
和
3年
度
補
正
予
算
額

14
7百
万
円

令
和
３
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
、高

速
無

線
LA

N
整

備
及
び

感
染

症
対

策
支

援
の
た
め
に
14
7百
万
円
を計
上

拡
充
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【参考】 令和３年度補正予算 

 

・在外教育施設における高速無線 LAN 整備事業 

（  新   規  ） 

１２６，５６５千円 

 児童生徒１人１台端末の積極的な利活用を推進し、新型コロナウイルス感染症の再拡大

によるオンライン指導など、非常時でも途切れない教育体制を強化するとともに、教育基盤

の質の向上を図るため、在外教育施設における高速無線 LAN 整備にかかる費用を補助する。 
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６． 
コミュニティ・スクールと地域学校協働活動との 

一体的推進等による地域や 
家庭の教育力の向上や体験活動の充実、

学校安全体制の整備の推進 
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（１）学校を核とした地域力強化プラン 
 

（前 年 度 予 算 額  ７，３３７，８９５千円） 

令和４年度予算額(案)  ７，４４６，１２６千円  

               

１．要旨 

少子化・高齢化の進展、地域のつながりの希薄化、地域格差・経済格差の進行、共働き世

帯の増加等を背景に、子供たちを取り巻く地域力が衰退していることから、地域住民等の参

画による学校を核とした人づくり・地域づくりを実施することにより地域の将来を担う子

供たちを育成し、学校を中心とした地域力の強化を図る必要がある。このことは、これから

の社会の創り手となる子供たちに、社会や地域と向き合い、関わり合いながら学ぶ機会を与

える「社会に開かれた教育課程」の実現に不可欠な基盤ともなる。 

 このため、学校を核として地域住民等の参画や地域の特色を生かした事業等を展開する

ことで、まち全体で地域の将来を担う子供たちを育成するとともに、一億総活躍社会及び地

方創生の実現を図る。 

 

２．主な内容 

（１）地域と学校の連携・協働体制構築事業        6,858,874 千円（6,755,173 千円） 

 「社会に開かれた教育課程」の実現に向けた基盤となる体制を構築するために、コミ

ュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進するとともに、地域における学

習支援や体験活動等の取組を支援する。 

 地域学校協働活動を推進するため、活動の総合化、ネットワーク化を進め、組織的で

安定的に継続できる「地域学校協働本部」の整備を推進するほか、コミュニティ・スク

ールの導入に向けた取組を支援する。 

 これらの活動を通じ、各地方自治体において、地域と学校の連携・協働を進めること

で、地域社会全体の教育力の向上及び地域の活性化を図る。 

（２）地域における家庭教育支援基盤構築事業       74,500 千円（74,500 千円） 

  家庭教育支援チームの組織化による保護者への学習機会の提供や相談対応の実施

に加え、児童虐待や不登校などの課題に対応するための支援員等に対する研修の強化、

保護者に寄り添うアウトリーチ型支援の実施などを通じて、地域における家庭教育支

援の取組を後押しする。 
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学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン

令
和
4年
度
予
算
額
(案
)

7,
44
6百
万
円

(前
年
度
予
算
額

7,
33
8百
万
円
)

少
子
化
・高
齢
化
の
進
展
、地
域
の
つ
な
が
りの
希
薄
化
等
を
背
景
に
、子
供
た
ち
を
取
り巻
く地
域
力
が
衰
退
。

各
地
域
が
抱
え
る
課
題
は
様
々
で
あ
り、
各
地
域
の
課
題
に
応
じた
取
組
が
必
要
。

「社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
」の
実
現
に
向
け
て
、学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
・協
働
に
よ
る
取
組
が
必
要
不

可
欠
。

背
景
・

課
題

学
校
を
核
とし
て
地
域
住
民
等
の
参
画
や
地
域
の
特
色
を
生
か
し

た
事
業
等
を
展
開
す
る
こと
で
、ま
ち
全
体
で
地
域
の
将
来
を
担
う

子
供
た
ち
を
育
成
す
る
とと
も
に
、一
億
総
活
躍
社
会
及
び
地
方
創

生
の
実
現
を
図
る
。

【地
域
と学
校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業
】

6,
85
9百
万
円
（
6,
75
5百
万
円
）

各
地
方
自
治
体
に
お
い
て
、地
域
と学
校
の
連
携
・協
働
体
制

を
構
築
す
る
た
め
に
、「
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
（
学
校
運
営
協

議
会
制
度
）
」と
「地
域
学
校
協
働
活
動
」を
一
体
的
に
推
進

す
る
とと
も
に
、地
域
に
お
け
る
学
習
支
援
や
体
験
活
動
な
どの

取
組
を
支
援
す
る
。

学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
事
業
内
容

【地
域
に
お
け
る
学
び
を
通
じた
ス
テ
ップ
ア
ップ
支
援
促
進

事
業
】
10
百
万
円
（
5百
万
円
）

就
職
や
キ
ャリ
ア
ア
ップ
に
お
い
て
不
利
な
立
場
に
あ
る
高
校

中
退
者
等
を
対
象
に
、高
等
学
校
卒
業
程
度
の
学
力
を
身

に
付
け
させ
る
た
め
の
学
習
相
談
及
び
学
習
支
援
を
実
施
す

る
地
方
公
共
団
体
の
取
組
を
支
援
す
る
。

【地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業
】

75
百
万
円
（
75
百
万
円
）

家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
組
織
化
に
よ
る
保
護
者
へ
の
学

習
機
会
の
提
供
や
相
談
対
応
の
実
施
に
加
え
、児
童
虐

待
や
不
登
校
な
どの
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
支
援
員
等

に
対
す
る
研
修
の
強
化
、保
護
者
に
寄
り添
うア
ウ
トリ
ー
チ

型
支
援
の
実
施
な
どを
通
じて
、地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育

支
援
の
取
組
を
後
押
しす
る
。

【地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業
】

33
8百
万
円
（
33
8百
万
円
）

「ス
クー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
（
防
犯
の
知
識
を
有
す
る

者
）
」「
ス
クー
ル
ガ
ー
ド（
学
校
安
全
ボ
ラン
テ
ィア
）
」

の
活
用
等
に
よ
り、
地
域
ぐる
み
で
子
供
の
安
全
を
見
守

る
体
制
を
整
備
し
、地
域
社
会
と連
携
し
た
学
校
安
全

に
関
す
る
取
組
を
通
じて
、地
域
力
の
強
化
を
図
る
。

【地
域
と連
携
した
学
校
保
健
推
進
事
業
】 ８
百
万
円
（
8百
万
円
）

養
護
教
諭
の
未
配
置
校
等
に
対
し、
経
験
豊
富
な
退
職
養
護
教
諭

を
ス
クー
ル
ヘ
ル
ス
リー
ダー
とし
て
派
遣
し、
学
校
、家
庭
、地
域
の
関

係
機
関
等
の
連
携
に
よ
る
効
果
的
な
学
校
保
健
活
動
の
展
開
を
図
り、

地
域
力
の
強
化
に
つ
な
げ
る
。

【健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業
】
99
百
万
円
（
99
百
万
円
）

宿
泊
を
伴
う様
々
な
体
験
活
動
を
通
じ、
児
童
生
徒
の
豊
か
な
人
間
性
や
社
会
性
を
育
む
と

とも
に
、自
己
有
用
感
を
高
め
、自
らの
役
割
を
意
識
させ
る
な
ど一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
発
達

を
促
す
。

ま
た
、地
域
人
材
や
地
域
資
源
を
活
用
す
る
こと
に
よ
り、
異
世
代
間
交
流
や
都
市
農
村
交

流
を
図
り、
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
。

【地
域
を
担
う人
材
育
成
の
た
め
の
キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業
】

８
百
万
円
(８
百
万
円
)

「キ
ャリ
ア
プ
ラン
ニン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イザ
ー
」を
都
道
府
県
等
に
配
置
し、
地
元
企
業
等

と連
携
した
職
場
体
験
や
イン
ター
ンシ
ップ
及
び
地
元
へ
の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャリ
ア
教

育
の
推
進
等
を
通
じ、
地
元
に
就
職
し地
域
を
担
う人
材
を
育
成
す
る
。

学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
・将
来
を
担
う子
供
た
ち
の
育
成
を
通
じて
、一
億
総
活
躍
社
会
、地
方
創
生
を
実
現

子
供
た
ち
を

取
り巻
く

地
域
力
の
低
下

・地
域
の
特
色
あ
る
活
動
を
柔
軟
に
支
援

・様
々
な
活
動
を
組
み
合
わ
せ
て
実
施

一
億
総
活
躍
社
会
、

地
方
創
生
を
実
現

学
校
を
核
とし
た
地
域

との
つ
な
が
りの
形
成

地
域
資
源
を生
か
した

豊
か
な
学
び
の
実
現

子
供
た
ち
の
地
域
へ
の
愛
着
、地

域
の
担
い
手
の
増
加

子
育
て
環
境
の
整
備
、

人
口
流
出
の
抑
制
、地
域
の
活
性
化

学
校
を
核
とし
た

地
域
力
強
化
の
た
め
の

仕
組
み
づ
くり
の
推
進

様
々
な
施
策
の

展
開
に
よ
り、

教
育
の
充
実
、

地
域
も
活
性
化

「社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
」

の
実
現
に
向
け
た

地
域
連
携
の
基
盤
づ
くり

コミ
ュニ
テ
ィ

・ス
クー
ル

農
山
漁
村

体
験

学
習
相
談

学
習
支
援

体
験
活
動

キ
ャリ
ア
教

育

地
域
連
携

学
校
保
健子
供
の

安
全

地
域
学
校

協
働
活
動

地
域
の
教
育
力

の
向
上

家
庭
教
育

支
援

学
校
を
核
とし
て
、人
づ
くり
・地
域
づ
くり
の
好
循
環
を
創
出

地
域
格
差
、経
済
格
差
の
拡
大

少
子
化
・高
齢
化
の
進
展

共
働
き
世
帯
、

一
人
親
世
帯
の
増
加

地
域
の
つ
な
が
り

の
希
薄
化

家
庭
教
育
の
困
難
さ

学
校
を
取
り巻
く問
題
の

複
雑
化
・困
難
化
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令
和
4年
度
予
算
額
(案
)

6,
85
9百
万
円

(前
年
度
予
算
額

6,
75
5百
万
円
)

背
景

課
題
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ

あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
の
推
進
や
不
登
校
、い
じめ
、感
染
症
対
策
、防
災
な
ど学
校
や
地
域
が
抱
え
る
社
会
的
課
題
の
解
決

を
目
指
す
とと
も
に
、「
社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
」の
実
現
に
向
け
た
基
盤
とし
て
、学
校
と地
域
が
連
携
・協
働
し、
地
域
全
体
で

未
来
を
担
う子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
て
い
くた
め
に
は
、「
コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
（
学
校
運
営
協
議
会
制
度
）
」と
「地
域
学
校
協

働
活
動
」の
一
体
的
な
推
進
が
必
要
。

事
業
内
容

背
景
・

課
題

概
要

補
助
対
象
：
都
道
府
県
・指
定
都
市
・中
核
市
（
以
下
、都
道
府
県
等
）

補
助
率
：
国
1/
3、
都
道
府
県
1/
3、
市
町
村
1/
3（
た
だ
し、
都
道
府
県
等
が
行
う場
合
は
国
1/
3、
都
道
府
県
等
2/
3）

件
数
・単
価
：
10
,0
00
箇
所
（
本
部
）
×
65
万
円
（
単
価
は
積
算
上
の
数
字
を平
均
した
も
の
）

補
助
要
件
：
①
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
を
導
入
して
い
る
こと
、ま
た
は
導
入
に
向
け
た
具
体
的
な
計
画
が
あ
る
こと

②
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
を
配
置
す
る
こと

○
学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
・協
働
体
制
が
構
築
され
、コ
ミュ
ニテ
ィ・
ス
クー
ル
と地
域
学
校
協
働
活
動
を一
体
的
に
取
り組
む
地
域
が
増
加
。

○
学
校
に
お
け
る
働
き方
改
革
の
推
進
や
学
校
・地
域
が
抱
え
る
課
題
の
解
消
、「
社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
」の
実
現
。

○
子
供
た
ち
が
地
域
に
目
を向
け
、地
域
に
愛
着
を感
じる
よう
に
な
り、
地
域
も
子
供
に
関
わ
る
こと
で
地
域
住
民
自
身
の
学
び
に
つ
な
が
る
。

事
業
実
施
に
よ
り

期
待
さ
れ
る
効
果

（
１
）
地
域
と学
校
の
連
携
・協
働
体
制
の
構
築

「社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
」の
実
現
に
向
け
た
基
盤
とな
る
体
制
を
構
築
す

る
た
め
に
、「
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
（
学
校
運
営
協
議
会
制
度
）
」と
「地
域

学
校
協
働
活
動
」を
一
体
的
に
推
進
す
る
。

都
道
府
県
等
並
び
に
市
町
村
が
、所
管
す
る
全
て
の
公
立
学
校
に
学
校
運
営

協
議
会
を
設
置
し、
地
域
とと
も
に
あ
る
学
校
づ
くり
を
推
進
す
る
た
め
、効
果
的

な
導
入
・運
営
方
法
等
に
つ
い
て
学
校
・地
域
間
で
情
報
交
換
・情
報
共
有
等

を行
い
､総
合
的
な
推
進
方
策
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
の
円
滑
な
導
入
の
た
め
に
は
都
道
府
県
教
育
員
会
等
か

ら、
学
校
や
地
域
へ
の
積
極
的
な
働
き
か
け
が
必
要
で
あ
る
こと
か
ら、
都
道
府

県
等
へ
の
ア
ドバ
イ
ザ
ー
の
配
置
等
に
よ
り、
伴
走
支
援
体
制
を
構
築
す
る
。

（
２
）
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
配
置
・機
能
強
化
・資
質
向
上

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
及
び
地
域
学
校
協
働
活
動
に
お
い
て
中
核
を
担
う「
地

域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
」の
人
材
の
充
実
が
重
要
で
あ
る
た
め
、配
置

促
進
や
機
能
強
化
等
を
図
る
とと
も
に
、総
合
調
整
役
とし
て
、地
域
と学
校
の

連
携
協
働
に
関
わ
る
幅
広
い
知
識
や
技
能
を
身
に
つ
け
る
必
要
が
あ
る
こと
か
ら、

研
修
や
実
践
者
同
士
の
交
流
等
に
よ
り、
更
な
る
資
質
向
上
を
図
る
。

（
３
）
地
域
学
校
協
働
活
動
の
実
施

学
校
運
営
協
議
会
を
は
じ
め
とす
る
学
校
と地
域
の
様
々
な
協
議
に
基
づ
き
、

幅
広
い
地
域
住
民
や
企
業
・団
体
等
の
参
画
を
得
て
、学
習
支
援
や
体
験
活

動
な
どの
取
組
を
実
施
す
る
とと
も
に
、学
校
と地
域
が
連
携
・協
働
し「
学
校
に

お
け
る
働
き
方
改
革
」を
踏
ま
え
た
活
動
に
取
り組
む
。

経
済
財
政
運
営
と改
革
の
基
本
方
針
20
21

（
令
和
3年
6月
18
日
閣
議
決
定
）

５
．
４
つ
の
原
動
力
を支
え
る
基
盤
づ
くり

（
４
）
セ
ー
フテ
ィネ
ット
強
化
、孤
独
・孤
立
対
策
等

（
共
助
・共
生
社
会
づ
くり
）

地
域
と学
校
が
連
携
した
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
を
促
進

す
る
とと
も
に
、…
（
略
）

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
を中
心
に
、保
護
者
や
地
域
住
民
等
の
参
画
を得
て
、

様
々
な
関
係
者
が
緩
や
か
な
ネ
ット
ワー
クを
構
築
しな
が
ら地
域
の
実
情
に
応
じた
協

働
活
動
を
実
施

地
域
学
校
協
働
活
動

補
助
を
行
う地
域
学
校
協
働
活
動

「学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
」を
踏
ま
え

た
活
動

例
）
働
き
方
改
革
答
申
に
お
け
る
以
下
の

活
動
等
を
実
施
。

①
登
下
校
に
関
す
る
対
応

②
放
課
後
な
どに
お
け
る
見
守
り、
補
導
対
応

③
児
童
生
徒
の
休
み
時
間
に
お
け
る
対
応

④
校
内
清
掃

⑤
部
活
動
の
補
助

地
域
に
お
け
る
学
習
支
援
・体
験
活
動

（
放
課
後
等
に
お
け
る
学
習
支
援
活
動
等
）

多
様
な
地
域
学
校
協
働
活
動
の
うち
、学

校
・家
庭
・地
域
を
取
り巻
く喫
緊
の
課
題
の

解
決
に
向
け
た
取
組
を
必
須
の
活
動
と位
置

づ
け
、重
点
的
に
補
助
を行
う。

×
×
中
学
校

地
域
学
校
協
働
本
部

10
,0

00
本
部

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ク
ー
ル
と
一
体

的
に
推
進

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ク
ー
ル

△
△
小
学
校

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ク
ー
ル

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

高
校
生
・

大
学
生

地
域

住
民

保
護
者

Ｐ
Ｔ
Ａ

企
業

Ｎ
Ｐ
Ｏ

文
化

団
体

警
察
・消 防

ス
ポ
ー
ツ

団
体

社
会
福
祉

協
議
会

ま
ち
づ
くり

組
織

○
○
小
学
校 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ク
ー
ル

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員

＜
事
業
イメ
ー
ジ
＞

地
域
と学
校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

～
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地
域
学
校
協
働
活
動
の
一
体
的
推
進
～
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地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

（
「学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
プ
ラン
」事
業
）

背
景
・課
題

事
業
内
容

専
門
的
な
対
応
が

必
要
な
家
庭

家
庭
教
育
・子
育
て
に

関
心
が
あ
る
家
庭

不
安
や
悩
み
を

抱
え
る
家
庭

専
門
的
な
機
関

（
児
童
相
談
所
な
ど）

に
よ
る
対
応

＜
子
育
て
家
庭
＞

家
庭
教
育
支
援
員

・元
教
員

・子
育
て
経
験
者

・民
生
・児
童
委
員
等

家
庭
教
育
支
援

チ
ー
ム

学
び
の
場
や

情
報
の
提
供
等

ア
ウ
ト
リー
チ
型

支
援

・児
童
の
健
全
育
成
推
進
や
虐
待
予
防
の
観
点
か
ら、
支
援

を
要
す
る
子
育
て
世
帯
に
支
援
が
行
き
渡
る
よ
う（
略
）
子

供
や
家
庭
の
支
援
体
制
を
充
実
強
化
す
る
。

・（
孤
独
・孤
立
対
策
）
ア
ウ
ト
リー
チ
型
支
援
体
制
の
構

築
（
略
）
の
取
組
を
推
進
す
る
。

骨
太
の
方
針
20
21
（
令
和
3年
6月
18
日
閣
議
決
定
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

・
家
庭
・学
校
・地
域
の
連
携
・協
力
の

下
、社
会
全
体
で
子
供
た
ち
の
健
や
か
な

育
ち
を
支
え
る
環
境
を
構
築
。

・
保
護
者
の
子
育
て
環
境
に
子
供
た
ち
の

育
ち
が
左
右
され
る
こと
が
な
くな
り、
不
登

校
・児
童
虐
待
の
減
少
、少
子
化
の
改

善
へ
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

初
期
（
令
和
６
年
頃
）

支
援
チ
ー
ム
未
設
置
県
が
解
消
され
、各
都
道
府
県
内
で
の
チ
ー
ム
の
横
展
開
が
加
速
化
。

中
期
（
令
和
８
年
頃
）

全
市
区
町
村
に
支
援
チ
ー
ム
が
設
置
され
、そ
の
半
数
で
アウ
トリ
ー
チ
型
支
援
が
実
施
され
る
こと

で
、保
護
者
の
不
安
や
課
題
等
へ
の
早
期
対
応
が
可
能
に
。

長
期
（
令
和
14
年
頃
）

全
国
で
ア
ウト
リー
チ
型
支
援
体
制
が
整
備
され
、身
近
な
地
域
に
子
育
て
の
悩
み
を
相
談

で
き
る
人
が
い
る
保
護
者
の
割
合
が
改
善
す
る
。（
R2
:2
8.
1％
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
を

10
00
チ
ー
ム
設
置
。

・チ
ー
ム
の
半
数
が
ア
ウ
トリ
ー
チ
型

支
援
を
実
施
。○
約
7割
の
保
護
者
が
子
育
て
に
悩
み
や
不
安
を
抱
え
て
い
る

○
地
域
に
お
い
て
子
育
て
の
悩
み
を
相
談
で
きる
人
は
約
3割

○
不
登
校
の
増
加
(約
13
万
人
)、
家
庭
の
孤
立
化
に
よ
る
児
童
虐
待
(約
20
万
件
)の
リス
ク増

①
身
近
な
地
域
に
お
い
て
、保
護
者
の
悩
み
・不
安
を
解
消
で
き
る
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
る
。

②
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
に
お
い
て
、３
～
４
割
が
ア
ウト
リー
チ
型
支
援
を
実
施
して
い
る
が
、

人
材
・予
算
の
確
保
が
課
題
とな
って
い
る
。

【補
助
率
】

事
業
開
始
：
平
成
27
年
度
～

国
1/
3

都
道
府
県
1/
3

市
町
村

1/
3

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

75
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

75
百
万
円
）

●
保
護
者
へ
の
学
習
機
会
の
効
果
的
な
提
供

・就
学
時
健
診
や
保
護
者
会
な
ど、
多
くの
保
護
者
が
集
ま
る
機
会
を
活
用
した

学
習
機
会
の
提
供

●
親
子
参
加
型
行
事
の
実
施

・親
子
の
自
己
肯
定
感
や
自
立
心
な
どを
養
成
す
る
た
め
、親
子
で
の
参
加
型
行
事
や

ボ
ラン
テ
ィア
活
動
、
地
域
活
動
等
の
プ
ログ
ラム
を
展
開

●
家
庭
教
育
に
関
す
る
情
報
提
供
や
相
談
対
応

・悩
み
を
抱
え
る
保
護
者
、仕
事
で
忙
しい
保
護
者
な
ど、
様
々
な
家
庭
の
状
況
に

応
じて
、家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
等
に
よ
る
情
報
提
供
や
相
談
対
応
を
実
施

＜
主
な
内
容
＞

家
庭
教
育
支
援
に
関
す
る
推
進
体
制
の
構
築

家
庭
教
育
支
援
に
関
す
る
取
組
の
実
施

＜
主
な
内
容
＞

●
家
庭
教
育
支
援
に
関
わ
る
地
域
の
多
様
な
人
材
の
養
成

・子
育
て
経
験
者
や
元
教
員
、民
生
委
員
・児
童
委
員
、保
健
師
等
、

地
域
の
多
様
な
人
材
の
参
画
を
促
進

●
家
庭
教
育
支
援
員
等
の
配
置

・小
学
校
等
に
家
庭
教
育
支
援
員
を
配
置
す
る
な
ど、

身
近
な
地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
の
体
制
強
化

●
「家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
」の
組
織
化

・地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
が
継
続
的
に
実
施
で
き
る
よ
うチ
ー
ム
の
組
織
化

真
に
支
援
が
必
要
な
家
庭
へ
の
対
応
（
ア
ウ
ト
リー
チ
型
支
援
）
（
児
童
虐
待
防
止
等
）

●
家
庭
教
育
支
援
員
等
に
対
す
る
研
修

・子
供
の
健
や
か
な
育
ち
を
め
ぐる
課
題
へ
の
対
応
(虐
待
防
止
等
)な
ど

に
関
す
る
研
修
の
実
施

●
保
護
者
に
寄
り添
うア
ウ
ト
リー
チ
型
支
援

・育
児
に
周
囲
の
協
力
が
得
られ
に
くい
家
庭
等
、真
に
支
援
が
必
要
な
家
庭
へ

個
々
の
情
報
提
供
や
相
談
対
応
等
、保
護
者
に
寄
り添
う支
援
の
実
施
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（２）家庭教育支援推進事業 
 

                （前 年 度 予 算 額   ７，８４８千円） 

令和４年度予算額(案)  ４２，９４０千円  

 

１．要旨 

 近年の家庭をとりまく環境の多様化に伴い、子育てについての不安や孤立を感じる保護

者や、子供の社会性や自立心、基本的生活習慣の育成などに課題を抱える家庭が増加するな

ど、家庭教育を行う上での課題が指摘されており、地域全体で家庭教育を支える仕組みづく

りが一層求められている。 

 第３期教育振興基本計画（平成 30年６月 15 日閣議決定）では、今後５年間の教育政策の

目標の一つに家庭・地域の教育力の向上の推進を挙げ、「多様化する家庭環境に対し、地域

全体で家庭教育を支える」こととしている。具体的には、「妊娠期から学齢期以降までの切

れ目のない支援の実現に向けて、地域における子育て支援と家庭教育支援の連携体制を構

築」すること、「様々な課題を抱えながらも地域から孤立し 自ら相談の場にアクセスする

ことが困難な家庭やその親子に対する支援を強化」することが求められている。 

 このため、本事業においては、社会の変化に応じた家庭教育支援に向けた調査検討を行う

とともに、各地域における実践事例等を全国へ普及啓発し、地域の実情に応じた効果的な家

庭教育支援の取組を推進する。 

 

２．内容 

（１）家庭教育支援推進のための検討委員会等の開催     2,441 千円（2,898 千円） 

社会の変化に応じた効果的な家庭教育支援について、有識者等で構成される委員会を

設置し、支援方策の検討を行う。 

（２）家庭教育支援推進のための調査研究の実施       38,458 千円（2,537 千円） 

 効果的な家庭教育支援を推進するため、以下を行う。 

 ① 家庭教育に関する保護者の状況やニーズを把握するための、所得や雇用形態等

の家庭の属性を踏まえた実態の調査 

 ② 全国の家庭教育支援チームのノウハウを集約・データ化し、利活用できる家庭

教育支援システムの構築のための調査研究 

 ③ 民間団体の手法を分析し、家庭教育支援チームの改善を図る実証研究 

（３）全国家庭教育支援研究協議会の開催          2,041 千円（2,413 千円） 

家庭教育支援に関する全国的な普及啓発を行うため、子供の基本的な生活習慣の確

立や生活リズムの向上を含めた家庭教育支援に係る優良事例の紹介や効果的な支援方

策の共有を行うとともに、行政や地域における家庭教育支援関係者等による協議の場

を設定する。 

－ 32 －



機
密
性
2情
報

家
庭
教
育
支
援
推
進
事
業
～
効
果
的
な
支
援
方
策
の
調
査
検
討
・普
及
啓
発
～

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

43
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

8百
万
円
）

〇
家
庭
教
育
支
援
を
効
果
的
に
行
う
た
め
、
子
育
て
家
庭
の
属
性
を
踏
ま
え
た
き
め
細
か
な
調
査
・分
析
が
必
要
。

〇
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
設
置
地
域
に
偏
りが
あ
り、
チ
ー
ム
の
組
織
化
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の
な
い
自
治
体
も
あ
る
た
め
、

チ
ー
ム
の
組
織
化
や
人
材
の
確
保
・養
成
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
集
約
し
て
、
い
つ
で
も
利
活
用
で
き
る
家
庭
教
育
支
援

シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
必
要
。

〇
保
護
者
の
不
安
や
悩
み
を
解
決
で
き
る
人
材
の
確
保
が
課
題
と感
じ
る
自
治
体
が
多
い
た
め
、

民
間
（
N
PO
等
）
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
用
・連
携
も
視
野
に
入
れ
た
、
対
策
が
必
要
。

・支
援
を
要
す
る
子
育
て
世
帯
に
支
援
が
行
き
渡
る
よ
う
（
略
）
子
供
や

家
庭
の
支
援
体
制
を
充
実
強
化
す
る
。

・官
・民
・Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
取
組
の
連
携
強
化
の
観
点
か
ら
、
各
種

相
談
支
援
機
関
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
連
携
の
基
盤
と
な
る
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
形
成
を
支
援
し
、
人
と人
との
つ
な
が
りを
実
感
で
き
る

地
域
づ
くり

骨
太
の
方
針
2
0
2
1
（
令
和
3年
6月
18
日
閣
議
決
定
）

家
庭
教
育
支
援
推
進
の
た
め
の
調
査
研
究
の
実
施
（
委
託
:
拡
充
）
［
38
百
万
円
］

家
庭
教
育
支
援
推
進
の
た
め
の
検
討
委
員
会
の
開
催
（
国
直
轄
:
継
続
）

［
2百
万
円
］

社
会
の
変
化
に
応
じ
た
家
庭
教
育
支
援
に
つ
い
て
、
有
識
者
等
で
構
成

す
る
検
討
委
員
会
を
設
置
し
、
効
果
的
な
支
援
策
の
検
討
を
行
う。

全
国
家
庭
教
育
支
援
研
究
協
議
会
の
開
催
（
国
直
轄
:
継
続
）

［
2百
万
円
］

家
庭
教
育
支
援
に
関
す
る
効
果
的
な
方
策
を
全
国
に
普
及
啓
発
す
る
た
め
、

・優
良
事
例
の
紹
介
や
、
効
果
的
な
連
携
方
策
の
共
有

・家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
、
家
庭
教
育
支
援
員
の
研
修
・交
流
の
場
を
設
定

①
家
庭
教
育
に
つ
い
て
の
保
護
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
下
の
保
護
者
の
状
況
や
ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る
た
め
、
家
庭
の
属
性
(所
得
、
雇
用
形
態
、
学
歴
、

地
域
、
ひ
とり
親
、
外
国
籍
等
)を
明
ら
か
に
し
た
う
え
で
、
き
め
細
か
く実
態
を
把
握
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
。

②
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
充
実
の
た
め
の
調
査
研
究
の
実
施

⑴
家
庭
教
育
支
援
シ
ス
テ
ム
構
築
の
た
め
の
調
査
研
究

全
国
の
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
ノ
ウ
ハ
ウ
(人
材
養
成
・確
保
等
)を
集
約
・デ
ー
タ
化
し
、
時
間
的
・

地
理
的
制
約
に
よ
ら
ず
利
活
用
で
き
る
家
庭
教
育
支
援
シ
ス
テ
ム
の
構
築
の
た
め
、
調
査
研
究
を
実
施
。

⑵
民
間
に
よ
る
家
庭
教
育
支
援
の
調
査
研
究

民
間
（
N
PO
）
等
に
よ
る
家
庭
教
育
支
援
の
取
組
と自
治
体
に
よ
る
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
との
支
援

手
法
や
人
材
、
費
用
等
の
比
較
分
析
を
行
う
調
査
研
究
を
実
施
し
、
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
改
善
・充
実
を

図
る
。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

初
期
（
令
和
６
年
頃
）

支
援
チ
ー
ム
未
設
置
県
が
解
消
さ
れ
、
各
都
道
府
県
内
で
の
チ
ー
ム
の
横
展
開
が
加
速
化
。

中
期
（
令
和
８
年
頃
）

全
市
区
町
村
に
支
援
チ
ー
ム
が
設
置
さ
れ
、
そ
の
半
数
で
ア
ウ
ト
リー
チ
型
支
援
が
実
施
さ
れ
る
こ
とで
、

保
護
者
の
不
安
や
課
題
等
へ
の
早
期
対
応
が
可
能
に
。

⾧
期
（
令
和
14
年
頃
）

全
国
で
ア
ウ
ト
リー
チ
型
支
援
体
制
が
整
備
さ
れ
、
身
近
な
地
域
に
子
育
て
の
悩
み
を
相
談
で
き
る

人
が
い
る
保
護
者
の
割
合
が
改
善
す
る
。
（
R
2:
28
.1
％
）

・
家
庭
・学
校
・地
域
の
連
携
・協
力
の
下
、
社

会
全
体
で
子
供
た
ち
の
健
や
か
な
育
ち
を
支
え
る

環
境
を
構
築
。

・
保
護
者
の
子
育
て
環
境
に
子
供
た
ち
の
育
ち

が
左
右
さ
れ
る
こ
と
が
な
くな
り
、
不
登
校
・児
童

虐
待
の
減
少
、
少
子
化
の
改
善
へ
。

・
研
究
結
果
の
共
有
・普
及
、
支
援
員
の

交
流
の
場
とし
て
全
国
協
議
会
を
開
催
。

・
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
を
10
00
チ
ー
ム

設
置
。

・チ
ー
ム
の
半
数
が
ア
ウ
ト
リー
チ
型
支
援
を

実
施
。


事
業
開
始
:
平
成
29
年
度
～

－ 33 －



（３）体験活動等を通じた青少年自立支援プロジェクト

（前 年 度 予 算 額  ６９，６４６千円） 

  令和４年度予算額(案)  ７２，０６１千円  

１．要旨 

 体験活動等の推進は、社会教育法等の法律に規定されているとおり、青少年の健全育成及

び人格形成のために必要不可欠なものであり、第３期「教育振興基本計画」（平成 30年６

月 15日閣議決定）においては、子供たちが達成感や成功体験を得たり、課題に立ち向かう

姿勢を身に付けたりすることができるよう、体験活動を充実することが示されている。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（令和３年６月 18日閣議決定）において

は、子供の農山漁村体験を推進すること及び、非認知能力の育成に向け様々な体験活動を推

進することが明記されている。また、「成長戦略フォローアップ」（令和３年６月 18日閣

議決定）においても、体験活動の推進が明記されている。さらに、「まち・ひと・しごと創

生基本方針 2021」（令和３年６月 18日閣議決定）においても、子供の農山漁村体験の充実

が明記されているとともに、ポストコロナ期における新たな学びの在り方について（第十二

次提言）」（令和３年６月３日教育再生実行会議）においても、様々な体験活動を促進する

ことが明記されている。 

 一方で、現在、新型コロナウイルス感染症の全国的な感染拡大により、青少年の日常生活

において、遊びや体験の場、本物に触れるなどの体験活動の機会の減少や格差が課題となっ

ており、感染症対策を踏まえながら、安全・安心に体験活動を実施できるよう対策を講じる

ことが急務となっている。 

 以上を踏まえ、子供たちの体験活動の機会充実のため、感染症対策を踏まえた安全・安心

な体験活動の在り方に関する事業を実施するとともに、体験活動に関する普及啓発や調査

研究、民間企業が実施する優れた取組に対しての顕彰事業を実施することにより、社会全体

で体験活動を通じた青少年の自立支援を一層促進する。 

２．内容 

（１）全国的な普及啓発の実施              3,334千円（ 3,595千円）

家庭や企業などへ体験活動等の理解を求めていくためのフォーラム等を開催すると

ともに、関係団体間の連携を促進する。 

（２）青少年の体験活動の推進に関する調査研究      6,414千円（ 6,408千円）

これまでに体験活動が青少年の心身の健全な発達にどのような役割を果たしてきた

かを検証し、新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえ、中長期的に取り組むべき

方策をまとめる。 
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（３）子供たちの心身の健全な発達のための自然体験活動推進事業 

52,253 千円（48,446 千円） 

 新型コロナウイルス感染症拡大により、子供たちが野外で体を動かす機会が減少す

るなど、子供たちを取り巻く環境の閉塞感を打開することが喫緊の課題であることか

ら、これまで得られた知見を活用し、特に教育効果の高い長期の自然体験活動に関する

青少年団体等の取組を一層推進する。 

（４）青少年の体験活動推進企業表彰（教育ＣＳＲシンポジウム） 

4,186 千円（ 5,260 千円） 

 社会貢献活動の一環として青少年を対象に優れた実践を行う企業を表彰し、その取

組を全国的に広く紹介することを通して、青少年の体験活動の推進を図る。 

（５）事業企画評価委員会の開催             5,874 千円（ 5,937 千円） 
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機
密
性
2情
報

0

体
験
活
動
等
を
通
じ
た
青
少
年
自
立
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

背
景
・課
題

1
.全
国
的
な
普
及
啓
発
の
実
施


家
庭
や
企
業
、
社
会
教
育
団
体
が
体
験
活
動
へ
の
理
解
を
深
め
て
い
くた
め
の
フ
ォ
ー
ラ

ム
を
開
催
す
る
な
ど
、
全
国
各
地
で
体
験
活
動
等
を
定
着
さ
せ
る
た
め
の
普
及
啓
発
事

業
を
実
施
す
る
とと
も
に
、
関
係
団
体
の
連
携
を
促
進
す
る
。


件
数
・単
価
:
３
箇
所
×
@
1百
万
円
（
委
託
事
業
）


事
業
期
間
:
平
成
23
年
度
～

他
の
教
育
的
施
策
と
あ
い
ま
っ
て
、

自
立
し
た
人
間
とし
て
主
体
的
に
判

断
し
、
多
様
な
人
々
と
協
働
し
な
が

ら
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材

の
育
成

初
期

普
及
啓
発
事
業
へ
の
参
加
者
数
、
効
果
的
な
モ
デ
ル
事
業
数
、
企
業
表
彰
へ

の
応
募
企
業
数
の
増
加
。

中
期

体
験
活
動
に
参
加
す
る
子
供
、
体
験
活
動
の
機
会
を
提
供
す
る
主
体
の
増
加
。

⾧
期

体
験
活
動
が
充
実
し
、
「社
会
を
生
き
抜
く力
」と
し
て
必
要
な
能
力
の
育
成
。

・体
験
活
動
の
必
要
性
を
普
及
さ
せ
る
た
め
、
普
及

啓
発
事
業
を
実
施

・課
題
に
対
応
し
た
効
果
的
な
取
組
を
検
証
す
る
た

め
の
モ
デ
ル
事
業
を
実
施

・社
会
貢
献
活
動
の
一
環
と
し
て
体
験
活
動
に
取

り
組
む
イ
ン
セ
ン
テ
ィブ
を
提
供
す
る
た
め
、
企
業
表

彰
を
実
施

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

事
業
内
容


新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
に
よ
る
不
要
不
急
の
外
出
の
自
粛
、
３
密
の
回
避
な
どに
よ
り、
青
少
年
の
健
全
な
育
成
の
た
め
に
必
要
な
体
験
活
動
の
機
会
が
減
少
。


コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
体
験
活
動
推
進
の
た
め
、
令
和
２
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
は
短
期
（
日
帰
り）
、
令
和
３
年
度
に
お
い
て
は
短
期
（
１
泊
２
日
程
度
）
の
体
験
活
動
に
つ
い

て
モ
デ
ル
事
業
を
展
開
す
る
一
方
、
よ
り効
果
の
高
い
⾧
期
（
４
泊
５
日
程
度
）
の
体
験
活
動
に
係
る
知
見
が
不
足
。


現
在
、
体
験
活
動
を
実
施
す
る
自
治
体
や
民
間
団
体
等
は
、
独
自
に
感
染
症
対
策
を
取
りな
が
ら
体
験
活
動
を
実
施
し
て
い
る
状
況
。


青
少
年
の
体
験
活
動
を
通
じ
た
自
己
肯
定
感
や
正
義
感
の
育
成
等
「W
el
l-
be
in
g」
の
観
点
で
の
影
響
・効
果
に
つ
い
て
検
証
・分
析
し
て
い
くこ
とが
必
要
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
よ
り青
少
年
の
体
験
活
動
が
減
少
し
て
い
る
こ
とか
ら
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
体
験
活
動
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
を
行
い
、
関
係
機
関
等
へ
普
及
啓

発
を
図
る
こ
とに
よ
り、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
安
全
・安
心
な
青
少
年
の
体
験
活
動
を
推
進
す
る
。
2
.青
少
年
の
体
験
活
動
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究


こ
れ
ま
で
に
体
験
活
動
が
青
少
年
の
心
身
の
健
全
な
発
達
に
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た

し
て
き
た
か
を
検
証
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
影
響
を
踏
ま
え
、
中
⾧
期

的
に
取
り組
む
べ
き
方
策
を
ま
とめ
る
。


件
数
・単
価
:
１
箇
所
×
@
6百
万
円
（
委
託
事
業
）


事
業
期
間
:
平
成
25
年
度
～

3
.子
供
た
ち
の
心
身
の
健
全
な
発
達
の
た
め
の
自
然
体
験
活
動
推
進
事
業


新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
に
よ
り
、
子
供
た
ち
が
野
外
で
体
を
動
か
す
機
会
が

減
少
す
る
な
ど、
子
供
た
ち
を
取
り巻
く環
境
の
閉
塞
感
を
打
開
す
る
こ
とが
喫
緊
の
課
題

で
あ
る
こ
とか
ら
、
こ
れ
ま
で
得
ら
れ
た
知
見
を
活
用
し
、
青
少
年
団
体
等
の
取
組
の
効
果

を
一
層
高
め
る
た
め
に
支
援
す
る
こ
とに
よ
り、
自
然
体
験
活
動
の
機
会
の
充
実
を
図
る
。

≪
内
容
≫
4泊
5日
程
度
の
自
然
体
験
活
動
の
実
施


件
数
・単
価
:
12
箇
所
×
2回

×
@
2百
万
円
（
委
託
事
業
）


事
業
期
間
:
令
和
３
年
度
～

4
.青
少
年
の
体
験
活
動
推
進
企
業
表
彰
（
教
育
Ｃ
Ｓ
Ｒ
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
）


社
会
貢
献
活
動
の
一
環
と
し
て
青
少
年
を
対
象
に
優
れ
た
実
践
を
行
う
企
業
を
表
彰

し
、
そ
の
取
組
を
全
国
に
広
く紹
介
す
る
こ
と
を
通
し
て
、
青
少
年
の
体
験
活
動
の
推
進

を
図
る
。


直
轄
事
業


事
業
期
間
:
平
成
25
年
度
～

そ
の
他
、
事
業
企
画
評
価
委
員
会
の
開
催

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

72
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

70
百
万
円
）
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（４）読書活動総合推進事業

 （ 新   規  ） 

令和４年度予算額(案) ５１，８８０千円 

１．要旨 

 「子どもの読書活動の推進に関する法律」に基づき、平成 30年４月に第４次「子供の読

書活動の推進に関する基本的な計画」（以下「第４次計画」という。）が閣議決定された。第

４次計画では、読書習慣の形成に向けて、発達段階ごとの効果的な取組を推進すること、読

書への関心を高める取組を充実させることなどが記されており、国は、子供の読書活動に対

する課題解決に向けた効果的な取組を講じていく必要があるともに、令和５年度からの次

期計画の策定に向けた検討を行う必要がある。 

 また、令和２年度から新学習指導要領が小学校から順次実施され、学校図書館を計画的に

利用しその機能の活用を図り、児童・生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業

改善に生かすとともに読書活動を充実させることが求められている。加えて、令和４年度か

らの地方交付税措置を活用した学校図書館の計画的な整備を定めた次期「学校図書館図書

整備等５か年計画」を新たに策定することとしており、本計画を踏まえた図書購入等を促す

ための国の対応が必要となっている。 

 更に、著作権法が改正され、図書館資料のメール送信等が可能となる制度改正が令和５年

度から開始されることを受けて、公立図書館においては、レファレンスサービスにおけるメ

ール送信への対応や補償金など手数料の算定、図書館資料のデジタル化など多くの新たな

業務が生じることとなるため、事務手順の検討やそのモデル手順書の策定など図書館にお

ける業務負担の軽減のための国の取組が必要となっている。 

以上のことから、全国的な読書活動を総合的に推進するため、高校生等の不読率の改善、

「新しい生活様式」などに対応した読書活動や新学習指導要領を踏まえた学校図書館の機

能強化や活性化に向けた特色ある先導的な取組に関するモデル事業、司書教諭講習、「子ど

も読書の日」の普及啓発、著作権法の改正の伴う図書館の現場負担の軽減に向けた読書活動

の推進等に関する調査研究などの取組を実施する。 

２．内容 

（１）図書館・学校図書館等を活用した読書活動の推進 9,569 千円 

「新しい生活様式」や第４次計画などに対応した読書活動や新学習指導要領を踏まえ

た学校図書館の機能強化や活性化に向けた、新たな読書活動のモデルなどを構築する

ため、読書活動推進モデル事業を実施する。 

（取組内容） 

① 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、３密を避けるなど「新しい生
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活様式」を踏まえた、電子書籍を活用した取組やオンラインを活用したビブリオバ

トルなど読書活動の先導的な取組を行うとともに、引き続き「子供読書計画」の発

達段階ごとの効果的な取組を行う。 

② 新学習指導要領を踏まえた学校図書館を活用した授業を進めるため、新しい

トピックに関連する書籍（感染症,SDGsなど）、新聞、優良図書及び授業に必要な基

本図書の整備状況などを再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策

定やコミュニティ・スクール及び地域の図書館・ボランティア等との連携した図書

館資料を活用したモデル授業の実施など学校図書館図書の購入促進に向けた取組を

行う。 

（２）司書教諭講習の実施                       22,376千円

学校図書館法において「司書教諭の講習は、大学その他の教育機関が文部科学大臣の

委託を受けて行う」とされているところであり、47 機関（大学並びに教育委員会）に

委託して講習会を実施する。 

また、講習会に参加する受講者のうち、聴覚障害等配慮が必要な受講者が一定数いる

実態も踏まえ、そのために必要な経費も計上する。 

（３）「子ども読書の日」の理解推進                   4,868千円 

 国民の間に広く子供の読書活動について関心と理解を深め、子供の読書活動を推進

することを目的に、「子ども読書の日」（４月 23日）を広く周知するとともに、特色あ

る優れた取組を行っている民間団体等を表彰する。 

（４）読書活動の推進等に関する調査研究   15,067千円 

・次期「子供の読書活動に関する基本的な計画」の策定を向けて、子供の読書活動の実

態把握など今後の施策の基礎資料を得るための調査分析を行う。

・図書館資料のメール送信サービスが可能となる著作権法の改正への対応等の図書館

におけるデジタル化やＤＸ（デジタルトランスフォーメンション）を推進するため、

図書館における実務的な課題やその対応方策を策定するための実証的な調査研究を

行う。
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機
密
性

2情
報

0

読
書
活
動
総
合
推
進
事
業

背
景
・課
題

「子
供
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」等
へ
の
対
応
の
た
め
、
図
書
館
や
学
校
図
書
館
等
を
活
用
し
た
読
書
活
動
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
以
下
の
取
組
を
行
う。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

子
供
の
読
書
活
動
の
新
た
な
取
組
や
理
解
推
進
の
取
組
、

学
校
図
書
館
の
活
性
化
な
ど
に
よ
り
、
読
書
習
慣
の
形
成
や

読
書
へ
の
関
心
を
高
め
る
な
ど
全
国
的
な
普
及
を
図
る
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

子
供
の
不
読
率
の
改
善
な
ど
自
主
的
な
読
書
活
動
の

増
加
や
学
校
図
書
館
の
図
書
資
料
の
購
入
冊
数
の
増
加

な
ど
学
校
図
書
館
の
全
国
的
な
整
備
の
拡
大

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

「子
ど
も
読
書
活
動
推
進
法
」の
理
念
で
あ
る
子
供
た
ち
が

言
葉
を
学
び
、
感
性
を
磨
き
、
表
現
力
を
高
め
、
創
造
力
を
豊

か
な
も
の
に
し
、
人
生
を
よ
り
深
く生
き
る
力
を
身
に
付
け
る
。

事
業
内
容

○
国
の
計
画
へ
の
対
応

・「
子
供
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」（
H
3
0
～
R
4
）

発
達
段
階
ご
との
効
果
的
な
取
組
や
友
人
同
士
で
本
を
薦
め
合
うな
ど、

読
書
へ
の
関
心
を
高
め
る
取
組
の
充
実
な
どが
盛
り込
ま
れ
る
一
方
、
高

校
生
の
不
読
率
（
１
か
月
に
１
冊
も
本
読
ま
な
い
子
供
の
割
合
）
は
依

然
とし
て
高
い
。
ま
た
、
次
期
計
画
の
見
直
し
の
検
討
が
必
要
。

16
.4

8.
9

5.
0

4.
5

5.
6

（
3.
0）

（
2.
0）

43
.0

32
.8

14
.7

16
.4

15
.0

（
12

.0
）
（
8.
0 ）

58
.8

56
.0

51
.5

53
.2

50
.4

（
40

.0
）

（
26

.0
）

0204060

H
12

H
14

H
20

H
24

H
29

R4

※
１
か
月
に
一
冊
も
本
を
読
ま
な
い
子
供
の
割
合

■
小
■
中
■
高

(
)は
第
三
次
計
画
で
定
め
た
目
標
値

・次
期
「学
校
図
書
館
図
書
整
備
等
５
か
年
計
画
」（
R
４
～
Ｒ
８
）

Ｒ
4年
度
よ
り、
新
た
な
計
画
期
間
とな
る
た
め
、
次
期
計
画
を

踏
ま
え
た
国
の
支
援
策
が
必
要
。
特
に
図
書
の
更
新
が
課
題
。

○
取
り
巻
く情
勢
の
変
化

・G
IG
A
に
よ
る
一
人
一
台
端
末
の
整
備
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
の
利
活
用
が
課
題
。

・３
密
を
避
け
る
な
ど「
新
し
い
生
活
様
式
」が
提
唱
さ
れ
、
オ
ン
ラ
イ
ン
を
活
用
し
た
取
組
が
課
題
。

・著
作
権
法
改
正
に
よ
り、
図
書
館
資
料
の
メ
ー
ル
送
信
等
が
可
能
とな
る
こ
とを
踏
ま
え
、
図
書

館
に
お
け
る
新
た
な
業
務
へ
の
現
場
負
担
の
軽
減
が
課
題
。

○
読
書
活
動
の
総
合
的
推
進

・従
来
、
読
書
活
動
の
推
進
に
つ
い
て
は
学
校
図
書
館
や
図
書
館
な
ど個
別
の
事
業
内
で

実
施
し
て
き
た
が
、
図
書
館
、
学
校
、
民
間
団
体
な
ど幅
広
い
関
係
者
・機
関
が
連
携
し
、

一
体
とな
った
読
書
活
動
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こ
とが
必
要
。

R
1:
小
学
生
6.
8%
、
中
学
生
12
.5
%
、
高
校
生
55
.3
%

「新
し
い
生
活
様
式
」や
第
４
次
計
画
な
どに
対
応
し
た
読
書
活
動
や
新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
学

校
図
書
館
の
機
能
強
化
や
活
性
化
に
向
け
た
、
新
た
な
読
書
活
動
の
モ
デ
ル
な
どを
構
築
す
る
た
め
、
読
書

活
動
推
進
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
。
＜
委
託
事
業
:
教
育
委
員
会
等
＞

＜
取
組
内
容
＞

①
発
達
段
階
な
ど
に
応
じ
た
読
書
活
動
推
進
事
業

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
防
止
の
た
め
、
３
密
を
避
け
る
な
ど

「新
し
い
生
活
様
式
」を
踏
ま
え
た
ビ
ブ
リオ
バ
ト
ル
や
読
み
聞
か
せ
会
な
ど、
読
書
活

動
の
先
導
的
な
取
組
を
行
う
とと
も
に
、
引
き
続
き
「子
供
読
書
計
画
」の
発
達
段
階

ご
との
効
果
的
な
取
組
を
行
う
。

（
委
託
先
:
２
箇
所
（
小
・中
・高
等
学
校
、
公
立
図
書
館
）

②
学
校
図
書
館
図
書
の
購
入
促
進
事
業

新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
を
活
用
し
た
授
業
を
進
め
る
た
め
、

新
し
い
ト
ピ
ック
に
関
連
す
る
書
籍
（
感
染
症
,S
D
G
sな
ど）
、
新
聞
、
優
良
図
書

及
び
授
業
に
必
要
な
基
本
図
書
の
整
備
状
況
な
どを
再
点
検
し
、
計
画
的
な
図
書

の
更
新
を
定
め
た
図
書
整
備
計
画
の
策
定
や
コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
及
び
地
域
の

図
書
館
・ボ
ラ
ン
テ
ィア
等
との
連
携
し
た
図
書
館
資
料
を
活
用
し
た
モ
デ
ル
授
業

の
実
施
な
ど学
校
図
書
館
図
書
の
購
入
促
進
に
向
け
た
取
組
を
行
う
。

（
委
託
先
:
２
箇
所
（
小
学
校
、
中
学
校
）

図
書
館
・学
校
図
書
館
等
を
活
用
し
た
読
書
活
動
の
推
進

9
,5
6
9
千
円

司
書
教
諭
講
習
の
実
施

2
2
,3
7
6
千
円

学
校
図
書
館
法
に
基
づ
き
、
学
校
図
書
館
の
専
門
的
職
務
を
掌
る
「学
校
図
書
館

司
書
教
諭
」の
養
成
の
た
め
、
全
国
の
教
育
機
関
が
講
習
を
実
施
す
る
た
め
の
経
費
を

措
置
す
る
。
＜
委
託
事
業
:
大
学
及
び
教
育
委
員
会
（
４
７
箇
所
）
＞

「子
ど
も
読
書
の
日
」（
4
月
2
3
日
）
の
理
解
推
進
4
,8
6
8
千
円

国
民
の
間
に
広
く子
供
の
読
書
活
動
に
つ
い
て
関
心
と理
解
を
深
め
る
た
め
に
、

「子
ども
読
書
の
日
」（
4月
23
日
）
を
広
く周
知
す
る
とと
も
に
、
特
色
あ
る
優
れ
た

取
組
を
行
って
い
る
民
間
団
体
等
を
表
彰
す
る
。
＜
直
轄
事
業
＞

読
書
活
動
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究
1
5
,0
6
7
千
円

①
次
期
子
供
読
書
基
本
計
画
の
策
定
に
向
け
て
、
子
供
の
読
書
活
動
の
実
態
把
握
な
ど

今
後
の
施
策
の
基
礎
資
料
を
得
る
た
め
の
調
査
分
析
等
を
行
う
。

②
図
書
館
資
料
の
メ
ー
ル
送
信
サ
ー
ビ
ス
が
可
能
とな
る
著
作
権
法
改
正
へ
の

対
応
等
の
図
書
館
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
や
Ｄ
Ｘ
を
推
進
す
る
た
め
、
図
書
館
に

お
け
る
実
務
的
な
課
題
や
そ
の
対
応
方
策
を
策
定
す
る
た
め
の
実
証
的
な
調
査

研
究
を
行
う
。
（
課
題
解
決
型
調
査
研
究
）
＜
委
託
事
業
（
2箇
所
）
＞

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

5２
百
万
円

（
新
規
）
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（５）学校安全推進事業

（前 年 度 予 算 額 ２４３，９３５千円） 

令和４年度予算額(案)  ２９４，１７５千円  

１．要旨 

我が国においては、東日本大震災及び台風・集中豪雨等による自然災害、登下校中の子供

が巻き込まれる交通事故や、さらには、学校内外において不審者による子供の安全を脅かす

事件などが多く発生しており、子供の安全の確保が喫緊の課題となっている。 

特に、本年６月に発生した千葉県八街市における下校中の児童が死傷する交通事故の発

生など、登下校時を含む児童生徒等の安全確保に向けて新たな課題も生じている。 

このため、教職員や児童生徒の防犯、交通安全、防災に関する意識の向上を図り、児童生

徒自身に安全に身を守るための能力を身につけさせる安全教育の充実や、児童生徒の生活

の場である学校の安全管理体制の充実など、地域全体での学校安全の取組を推進する。 

２．内容 

（１）学校安全教室の推進 35,170千円（ 35,170千円） 

①指導者養成事業

学校における学校安全教室（防犯教室、防災教室及び交通安全教室）の講師となる教

職員等に対する講習会や、教職員等向けの事件事故発生時の初期対応能力等向上のため

の講習会（事故対応に関する講習会、AEDの取扱いを含む心肺蘇生法実技講習会）の実施

を支援する。［47地域］

②リーフレット作成

小学校新１年生向け学校安全教室用リーフレットを作成・配布する。

（２）学校安全総合支援事業 208,802 千円（178,562 千円） 

①学校安全推進体制の構築

「第３次学校安全の推進に関する計画」の策定に向けた議論を踏まえ、幼稚園や保育

所等との連携の充実や、地域と連携した安全教育の展開など、学校種・地域の特性に応

じた地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、セーフティプロモーションスク

ール等の先進事例を参考とするなどして、学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を

進めるとともに、各自治体内での国立・私立を含む学校間の連携を促進する取組を支援

する。［47地域］

また、教育委員会や学校関係者を対象とした周知啓発のためのイベントの開催や、学

校安全推進体制が十分でない自治体や学校へ指導助言を行うアドバイザーの派遣等を新

たに行う。 
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（３）安全教育の推進に関する調査研究          50,203 千円（ 30,203 千円） 

①学校管理下における事故防止に関する調査研究 

通学時等を含めた学校安全について、地域ごとの環境等の違いを踏まえた効果的な

対策等を検討する。 

②安全教育の質向上に向けた調査研究  

実践的な防災教育や避難訓練を実施する際に活用できる「防災教育の手引き」等を開

発する。 
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学
校
安
全
教
室
の
推
進

令
和
４
年
度
予
算
額
（
案
）
35
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

35
百
万
円
）

○
児
童
生
徒
等
を
取
り
巻
く
多
様
な
危
険
を
的
確
に
捉
え
、
児
童
生
徒
等
の
発
達
段
階
や
学
校
段
階
、
地
域
特
性
に
応
じ
た
取
組
の
推
進
が
必
要

○
地
域
間
・
学
校
間
・
教
職
員
間
の
差
を
解
消
し
、
全
て
の
学
校
で
質
の
高
い
学
校
安
全
の
取
組
を
推
進
で
き
る
指
導
力
の
確
保
が
必
要

教
職
員
等
の

安
全
教
育
に

お
け
る
指
導

力
の
向
上

児
童
生
徒
等
が

安
全
に
関
す
る

資
質
・
能
力

を
身
に
付
け
る

児
童
生
徒
等
の

死
亡
事
故
の

発
生
件
数

の
減
少

児
童
生
徒
等
の

障
害
や
重
度
の

負
傷
を
伴
う

事
故
の
減
少

教
職
員
等
の

安
全
対
応

能
力
の
向
上

防
犯
教
室

講
習
会

○
登
下
校
時
の
危
険
と
対
処
方
法
に
関
す
る
指
導

○
登
下
校
の
安
全
確
保
の
ポ
イ
ン
ト

○
不
審
者
侵
入
時
の
対
応
な
ど
、
学
校
に
お
け
る
防
犯
対
策

○
性
犯
罪
を
含
む
犯
罪
被
害
に
遭
わ
な
い
た
め
の
防
犯
指
導

等

防
災
教
室

講
習
会

○
災
害
時
の
危
険
予
測
・
回
避
能
力
等
を
育
む
た
め
の
指
導

○
自
然
災
害
発
生
時
の
適
切
な
判
断
と
避
難

○
学
校
や
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

等

交
通
安
全
教
室

講
習
会

○
被
害
者
・
加
害
者
に
な
ら
な
い
た
め
の
交
通
安
全
教
育

○
交
通
安
全
教
室
で
の
効
果
的
な
指
導
方
法

○
自
転
車
・
二
輪
車
等
通
学
手
段
に
応
じ
た
指
導
方
法

等

心
肺
蘇
生
法
実
技
講
習
会

○
事
後
対
応
等
の
学
校
の
危
機
管
理
の
在
り
方
に
関
す
る
こ
と

○
第
三
者
委
員
会
な
ど
の
検
証
組
織
の
必
要
性
・
在
り
方
に
関
す
る
こ
と

等

事
故
対
応
に
関
す
る
講
習
会

学
校
安
全
教
室
の
講
師
と
な
る
教
職
員
等
に
対
す
る
指
導
法
等
の
講
習
会
を
実
施

事
故
等
発
生
時
の
初
期
対
応
能
力
等
向
上
の
た
め
の
講
習
会
を
実
施

○
防
犯
、
防
災
、
交
通
安
全
に
関
す
る
注
意
事
項
を
ク
イ
ズ
形
式
で
学
べ
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

「
た
い
せ
つ
な
い
の
ち
と
あ
ん
ぜ
ん
」
を
作
成
し
、
全
国
の
新
１
年
生
全
員
に
配
布

○
蘇
生
法
訓
練
用
人
体
模
型
（
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー
）
を
用
い
た
実
技
講
習

等

都
道
府
県
等
に
お
け
る
教
職
員
等
へ
の
研
修
の
実
施

安
全
教
育
の
指
導
者
の
養
成

小
学
校
新
１
年
生
向
け
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
・
配
布

教
職
員
等
の
安
全
対
応
能
力
の
向
上

＜
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
「
た
い
せ
つ
な
い
の
ち
と
あ
ん
ぜ
ん
」
＞

◎
教
職
員
の
た
め
の
学
校
安
全
e-
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
活
用

【
委
託
事
業
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
対
象
、
平
成
15
年
度
事
業
開
始
】
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学
校
安
全
総
合
支
援
事
業

令
和
４
年
度
予
算
額
（
案
）
25
9百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

20
9百
万
円
）

・学
校
安
全
に
関
し、
地
域
間
・学
校
間
・教
職
員
間
の
取
組
の
差
が
あ
る
とと
も
に
、継
続
性
が
確
保
され
て
い
な
い
現
状
が
あ
る
。

・学
校
に
お
け
る
働
き方
改
革
を
受
け
、学
校
と地
域
の
適
切
な
役
割
分
担
を
促
進
し、
学
校
、家
庭
、地
域
及
び
関
係
機
関
が
連
携
した
、学
校
安
全
推
進
体
制
の
構
築
を図
る
必
要
が
あ
る
。

・社
会
的
環
境
の
変
化
に
伴
う犯
罪
被
害
の
多
様
化
や
気
象
災
害
の
激
甚
化
な
ど、
防
犯
・防
災
に
つ
い
て
一
層
の
対
応
の
必
要
性
が
あ
る
。

・令
和
３
年
度
中
に
策
定
予
定
の
「第
３
次
学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
計
画
」に
基
づ
き
、上
記
の
課
題
へ
の
対
応
を含
め
、全
国
的
な
学
校
安
全
の
取
組
の
質
の
向
上
が
必
要
で
あ
る
。

学
校
安
全
に
関
す
る
課
題

災
害
発
生
時

の
異
校
種
を

含
む
学
校
間

相
互
支
援
体

制
の
構
築

学
校
間
連
携

の
促
進

・学
校
管
理
下
に
お
け
る
事
故
防
止
に
関
す
る
調
査
研
究
通
学
時
等
を
含
め
た
学
校
安
全
に
つ
い
て
、地
域
ご
との
環
境
等
の
違
い
を踏
ま
え
た
効
果
的
な
対
策
等
を
検
討

・安
全
教
育
の
質
向
上
に
向
け
た
調
査
研
究
実
践
的
な
防
災
教
育
や
避
難
訓
練
を
実
施
す
る
際
に
活
用
で
きる
「防
災
教
育
の
手
引
き」
等
の
開
発

・学
校
管
理
下
に
お
け
る
事
故
防
止
に
関
す
る
調
査
研
究
通
学
時
等
を
含
め
た
学
校
安
全
に
つ
い
て
、地
域
ご
との
環
境
等
の
違
い
を踏
ま
え
た
効
果
的
な
対
策
等
を
検
討

・安
全
教
育
の
質
向
上
に
向
け
た
調
査
研
究
実
践
的
な
防
災
教
育
や
避
難
訓
練
を
実
施
す
る
際
に
活
用
で
きる
「防
災
教
育
の
手
引
き」
等
の
開
発

安
全
教
育
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究

「第
3次
学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
計
画
」の
策
定
に
向
け
た
議
論
を
踏
ま
え
た
取
組
の
推
進
（
R4
年
度
～
R8
年
度
）

学
校
安
全
に
関
す
る

有
識
者
（
学
識
経

験
者
等
）
との
連
携

を
図
り、
専
門
的
知

見
の
活
用
の
推
進

専
門
的
知
見
の
活
用

オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
の
整
備
や
、

緊
急
地
震
速
報
受
信
機
、防
犯

カメ
ラ、
通
学
路
安
全
見
守
りシ
ス

テ
ム
等
の
先
進
技
術
を
活
用
し
た

安
全
教
育
・安
全
管
理
の
促
進

先
端
技
術
を
活
用
した

設
備
・備
品
の
充
実

中
核
教
員
の

先
進
地
視
察

や
研
修
会
へ

の
積
極
的
な

参
加

中
核
教
員
の

資
質
の
向
上

教
科
等
横
断
的
な

視
点
で
の
学
校
安

全
計
画
策
定
、新

た
な
安
全
教
育
の

手
法
開
発

安
全
教
育
の
充
実

≪
学
校
安
全
推
進
体
制
の
構
築
≫

地
域
全
体
で
の
学
校
安
全
推
進
体
制
の
構
築
を
図
る
た
め
、セ
ー
フテ
ィプ
ロモ
ー
シ
ョン
ス
クー
ル
（
Ｓ
Ｐ
Ｓ
）
※
等
の
先
進
事
例
を
参
考
とす
る
な
どし
て
、学
校
安
全
の
組
織
的
取
組
と外
部

専
門
家
の
活
用
を
進
め
る
とと
も
に
、各
自
治
体
内
で
の
国
公
立
・私
立
を含
む
学
校
間
の
連
携
を
促
進
す
る
取
組
を
支
援
す
る
。

指
導
・
助
言

実
践
・
知
見
の
共
有
、
取
組
の
推
進

市
町
村
内
の
学
校
で
連
携
した

取
組
の
実
施

・モ
デ
ル
地
域
の
実
践
の
共
有
と普
及

・各
学
校
の
取
組
や
連
携
促
進
等
に
係
る
指
導
・助
言
等

・地
域
や
関
係
諸
機
関
との
積
極
的
な
連
携
を
推
進

・幼
保
や
国
立
・私
立
学
校
、教
職
課
程
の
大
学
との
連
携
構
築

市
町
村

教
育
委
員
会

・カ
リキ
ュラ
ム
・マ
ネ
ジ
メン
トの
視
点
を
踏
ま
え
た

安
全
教
育
の
充
実

・組
織
的
取
組
に
よ
る
安
全
管
理
の
充
実

・P
DC
Aサ
イク
ル
に
基
づ
く検
証
・改
善

外
部
専
門
家
等
に

よ
る
助
言
等

各
学
校

シ
ンク
タン
ク等

委
託
事
業
に
よ

る
安
全
推
進

体
制
の
普
及
・

拡
充

【
委
託
事
業
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
対
象
、
平
成
2
4年

度
事
業
開
始
】

都
道
府
県
全
体
とし
て
の

持
続
的
な
安
全
体
制
整
備

都
道
府
県

教
育
委
員
会
等

都
道
府
県
内
の
他
地
域

※
学
校
・家
庭
・地
域
・関
係
機
関
が
一
体
とな
って

学
校
安
全
の
取
組
を継
続
的
に
実
践
す
る
学
校

幼
保
の
段
階
か
ら

小
・中
・高
とシ
ー
ム

レ
ス
な
安
全
教
育
を

展
開

幼
稚
園
、保
育
所
等

との
連
携
の
充
実

コ
ミュ
ニ
テ
ィス
ク
ー
ル

や
地
域
学
校
協
働
活

動
等
の
学
校
と地
域

と
の
連
携
・協
働
体

制
の
仕
組
み
の
活
用

地
域
と連
携
した

安
全
教
育
の
展
開

教
職
課
程
の

大
学
と連
携
し
、

教
員
志
望
の

学
生
を
積
極

的
に
活
用

教
職
課
程
の

学
生
の
活
用

国
立
・私
立
各
学
校

を
含
め
た
学
校
安
全

に
つ
い
て
協
議
す
る

推
進
委
員
会
・実
践

委
員
会
の
実
施

国
立
・私
立
学
校
の

連
携
の
強
化

※
上
記
の
他
、
安
全
推
進
計
画
の
議
論
を
踏
ま
え
た
取
組
を
推
進
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（６）地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

 

（前 年 度 予 算 額  ３３７，５０４千円） 

令和４年度予算額(案)  ３３７，５０４千円  
 

１．要旨 

学校、通学路の安全確保に向け、昨今の児童生徒の尊い命を奪う交通事故・事件の発生

も踏まえ、スクールガード・リーダー増員による見守りの充実や、スクールガード等のボ

ランティアの養成・資質向上を促進することにより、警察や保護者、PTA 等との連携の下

で見守り体制の一層の強化を図る。 

 

２．内容 

「スクールガード・リーダー（防犯の知識を有する者）」や「スクールガード（学校安

全ボランティア）」の活用等により、地域ぐるみで子供の安全を見守る体制を整備し、

地域社会と連携した学校安全に関する取組を通じて、地域力の強化を図る。 

（１）スクールガード・リーダーの育成支援 
スクールガード・リーダーの資質を備えた人材（警察官 OB・教職員 OB・防犯協会役

員等）に対する育成講習会を実施する。 

（２）スクールガード・リーダーに対する活動支援 

スクールガード・リーダーによる指導、見守り活動に対する謝金、各学校を定期的に

巡回するための旅費等を補助する。 

学校等の巡回活動等を円滑にするためにスクールガード・リーダーの連絡会等の開

催を支援、装備品の充実を図る。 

（３）スクールガード（ボランティア）の養成・資質向上 

通学路で子供たちを見守るスクールガードの防犯に対する知識、非常時の対応策等

を身に付けさせるための養成講習会を実施する。 

活動の参考となる資料を配布することによる見守りの質の向上を図る。 
（４）スクールガード増員による見守りの強化及び活動に対する支援 

「登下校防犯プラン」等に基づく、登下校時のパトロールや地域の連携の場構築など

防犯活動への支援を行う。 

子供の見守り活動に係る帽子や腕章などの消耗品費、ボランティア保険料を補助す

る。 
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機
密
性
2 情
報

地
域
ぐ
る
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

令
和
４
年
度
予
算
額
（
案
）

33
8百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

33
8百
万
円
）

学
校
、
通
学
路
の
安
全
確
保
に
向
け
、
昨
今
の
児
童
生
徒
の
尊
い
命
を
奪
う
交
通
事
故
・
事
件
の
発
生
も
踏
ま
え
、
ス

ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
増
員
に
よ
る
見
守
り
の
充
実
や
、
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
等
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
養
成
・
資
質

向
上
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
警
察
や
保
護
者
、
P
TA
等
と
の
連
携
の
下
で
見
守
り
体
制
の
一
層
の
強
化
を
図
る
。

○
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
指
導
、

見
守
り
活
動
に
対
す
る
謝
金
、
各
学
校
を
定
期
的

に
巡
回
す
る
た
め
の
旅
費
等
の
補
助

○
学
校
等
の
巡
回
活
動
等
を
円
滑
に
す
る
た
め
に

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
連
絡
会
等
の
開

催
を
支
援
、
装
備
品
の
充
実

○
通
学
路
で
子
供
た
ち
を
見
守
る
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

の
防
犯
に
対
す
る
知
識
、
非
常
時
の
対
応
策
等
を

身
に
付
け
さ
せ
る
た
め
の
養
成
講
習
会
を
実
施

○
活
動
の
参
考
と
な
る
資
料
を
配
布
す
る
こ
と
に
よ

る
見
守
り
の
質
の
向
上

○
「
登
下
校
防
犯
プ
ラ
ン
」
等
に
基
づ
く
、
登
下

校
時
の
パ
ト
ロ
ー
ル
や
地
域
の
連
携
の
場
構
築

な
ど
防
犯
活
動
へ
の
支
援

○
子
供
の
見
守
り
活
動
に
係
る
帽
子
や
腕
章
な
ど

の
消
耗
品
費
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
保
険
料
の
補
助

「
地
域
の
連
携
の
場
」

の
構
築
な
ど
地
域
全
体

で
見
守
る
体
制
を
強
化

「
地
域
の
連
携
の
場
」

の
構
築
な
ど
地
域
全
体

で
見
守
る
体
制
を
強
化

国
公
私
立
学
校

警
察

地
域
住
民

保
護
者

PT
A

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の

育
成
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
に

対
す
る
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）

の
養
成
・
資
質
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
増
員
に
よ
る

見
守
り
の
強
化
及
び
活
動
に
対
す
る
支
援

○
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
資
質
を
備
え

た
人
材
（
警
察
官
O
B・
教
職
員
O
B
・
防
犯
協
会
役

員
等
）
に
対
す
る
育
成
講
習
会
の
実
施

地
域
ぐ
る
み
で
子
供
の

安
全
を
守
る
体
制
構
築

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
育
成

講
習
会
、
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
養
成
講
習
会

の
開
催
に
係
る
経
費
を
補
助
し
、

見
守
り
の
人
材
確
保
と
質
の
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
が

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
に
対
し
て
、

見
守
り
活
動
・
警
備
上
の
ポ
イ
ン
ト
や

不
審
者
対
応
等
に
つ
い
て
指
導
・
助
言

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

(学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
)

地
域
の
つ
な
ぎ
役

地
域
の
つ
な
ぎ
役

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・

リ
ー
ダ
ー

防
犯

【補
助
事
業
（補
助
率
：国
庫
補
助
率
1/
3 、
都
道
府
県
・市
町
村
各
1/
3
※
市
町
村
直
接
実
施
の
場
合
2/
3 負
担
）、
実
施
主
体
：都
道
府
県
及
び
市
町
村
、
平
成
17
年
度
事
業
開
始
】
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７． 
就学前から高等教育段階、 
卒業後も含めた生涯を通じた 

障害者の学びの推進 
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（１）学校卒業後における障害者の学びの支援に関する実践研
究事業 
 

（前 年 度 予 算 額  １１５，９４５千円） 

令和４年度予算額(案)  １３４，３８６千円  

 

１．要旨 

平成 26 年の障害者権利条約の批准や平成 28 年の障害者差別解消法の施行等も踏まえ、

学校卒業後の障害者が社会で自立して生きるために必要となる力を維持・開発・伸長し、共

生社会の実現に向けた取組を推進することが急務である。 

「障害者の生涯学習の推進方策について（報告）」（平成 31年３月 学校卒業後における

障害者の学びの推進に関する有識者会議）では、目指す社会像として「誰もが、障害の有無

にかかわらず共に学び、生きる共生社会」を掲げている。その実現に向けて、障害者本人の

主体的な学びの重視や、学校教育と卒業後の学びの接続の円滑化、障害に関する社会全体の

理解の向上等の推進を求めている。 

学校卒業後の障害者の社会参加・活躍を推進するため、これまでの実践研究の成果を活用

し、横展開を図るために、都道府県を中心とした地域コンソーシアムを全国各ブロックで形

成し、持続可能な生涯学習支援体制を構築するとともに、市区町村と民間団体の連携による

生涯学習プログラムの開発・実施に取り組む。 

また、大学・専門学校等における多様な学びの場の拡充に取り組むとともに、これらの取

組が加速的に拡充するための方策を検討する。また、障害者それぞれの障害特性やニーズを

踏まえた学びの充実に向けた調査研究や、様々な取組の成果を全国に普及するためのブロ

ック別コンファレンス、障害理解啓発フォーラム等を実施する。 

 

２．内容 

 ＜１＞地域における持続可能な学びの支援に関する実践研究 

114,639 千円（ 84,741 千円） 

（１）地域コンソーシアムによる障害者の生涯学習支援体制の構築 

都道府県（指定都市）が中心となり、大学や特別支援学校、社会福祉法人、地元企

業等が参画する障害者の生涯学習のための「地域コンソーシアム」を形成し、支援体

制を構築する（10 箇所）。学びの場の拡大に向けて、市区町村職員向けの人材育成研

修モデルを開発・実証する。 

（２）地域連携による障害者の生涯学習機会の拡大促進 

障害者の生涯学習のノウハウが乏しい市区町村が、実績のある民間団体等と組織  

的に連携し、主に公民館等の社会教育施設における生涯学習プログラムを開発・実施

する（30 箇所）。障害当事者のニーズや地域資源等を踏まえ、ICT 等の活用や様々な
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体験活動を含む包摂的な内容となるように留意する。 

（３）大学・専門学校等における生涯学習機会創出・運営体制のモデル構築 

大学入学者選抜等によって進学が困難な障害者（特に知的障害者）が、特別支援学

校高等部を卒業した後も学び続けることができる生涯学習プログラムを大学・専門学

校等が開発・実施する（２箇所）。 

＜２＞生涯学習を通じた共生社会の実現に関する調査研究  3,332 千円（  3,333 千円） 

障害者が生涯学習活動に参加する際の阻害要因・促進要因を発達段階や障害種に応じ

て把握する調査等を実施し、障害者の生涯学習の実態や普及状況を把握する。また、事

業全体の成果指標やロジックモデルに基づき、事業成果のアウトカムを適切に補足する

調査として実施する。 

＜３＞障害者の生涯学習に関する連絡会議の開催、普及・啓発や人材育成に向けた取組 

16,415 千円（ 27,871 千円） 

施策の推進に向けて、各事業の計画等に助言を行う有識者を含めた連絡会議を設置し、

ネットワーク化を図る。実践研究事業等により開発された「生涯学習プログラム」の成

果普及や実践交流等を行うため、全国をブロックに分けたコンファレンス（実践交流会）

を実施する。障害の理解促進や共生社会実現に向けて、障害当事者等の参画も得て「障

害理解啓発フォーラム」を実施する。 
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築
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域
レ
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習
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す
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．
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 1
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（
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助
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を
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す
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。
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施
す
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進
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す
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踏
ま

え
、

学
校

卒
業

後
の

障
害

者
が

生
涯

を
通

じ
て

学
び

、
社

会
参

加
で

き
る

社
会

や
、

共
に

学
び

、
生

き
る

共
生

社
会

の
実

現
に

向
け

た
取

組
を

推
進

す
る

こ
と
が

急
務

で
あ

る
。
ま

た
、
平

成
30

年
度

の
学

校
卒

業
後

の
学

習
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８． 
人生 100 年時代等を見据えたリカレント教育等 
社会人が学び直す機会や職業教育の拡充 
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（１）放送大学学園補助金 

 

（前 年 度 予 算 額  ７，３８６，４６２千円）  

令和４年度予算額(案)  ７，３８９，２９６千円  

 

１．要旨 

放送大学は、放送大学学園法（平成１４年法律第１５６号）に基づき、大学教育の機会に

対する広範な国民の要請にこたえるとともに、大学教育のための放送の普及発達を図るこ

とを目的としている。 

昭和 58 年４月に放送大学が設置され、昭和 60 年４月に学生受入れを開始して以降、こ

れまでに 170 万人以上の学生が放送大学で学んでいる。 

平成 10 年１月からは、ＣＳ放送を活用した全国放送が開始され、同年４月には学習者の

身近な場所において面接授業等を行う学習センターが全国の各都道府県に設置された。 

また、平成 14年４月からは、高度専門職業人の養成等を目指した大学院修士課程の学生

の受入れを開始し、平成 26 年 10 月からは、知識基盤社会を多様に支えることのできる高

度教養知識人を養成する、大学院博士後期課程の学生の受入れを開始している。 

現在、放送大学では、職業、年齢、地域を問わず、学部、大学院合わせて約９万人の学生

が学んでおり、学位取得や資格取得など学生の多様な学習ニーズに対応している。平成 27

年４月からはオンライン授業を開始するとともに、平成 30 年 10 月からのＢＳ放送におけ

るマルチチャンネル化により、｢人生 100 年時代」を見据え、社会人等を対象としたリカレ

ント教育の拠点として学び直しの機会を全国に提供している。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、放送大学の学生だけでなく広く

国民を対象とした学びの保障に貢献する、新たな取組を展開している。 

本事業は、このような放送大学学園が行う放送大学の設置・運営、放送、その他附帯する

業務に要する経費に対して補助を行い、もって生涯学習の推進に資するものである。 
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令
和
４
年
度
予
算
額
（
案
）

7,
38
9,
29
6千
円

【放
送
大
学
学
園
補
助
金
】

支
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千

円
(1
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）
収
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収
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額
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円
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円
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育
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レ
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度
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び
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築
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２
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４
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キ
ュラ

ム
の

普
及

、国
際

競
争

力
の

あ
る

分
野

横
断

型
の

博
士

課
程

教
育

プ
ログ

ラム
の

創
設

、
ダブ

ル
メジ

ャー
等

を
推

進
す

る
。

5.
（

５
）

多
様

な
働

き
方

の
実

現
に

向
け

た
働

き
方

改
革

の
実

践
、リ

カレ
ント

教
育

の
充

実
年

代
・目

的
に

応
じた

効
果

的
な

人
材

育
成

に
向

け
、財

源
の

在
り方

も
含

め
検

討
し、

リカ
レ

ント
教

育
を

抜
本

的
に

強
化

す
る

。

○
様
々
な
地
域
に
住
む
、
幅
広
い
年
代
・
職
業
の
方
が
、
自
分
に
合
っ
た
ス
タ
イ
ル
で
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
高
等
教
育
機
関
。

B
S
放
送
（
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
）
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
4
0
0
科
目
以
上
の
授
業
科
目
を
開
設
。

○
遠
隔
教
育
の
先
駆
者
と
し
て
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
学
び
の
継
続
の
た
め
、
他
大
学
に
も
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
を
提
供
。

○
対
面
で
の
よ
り
深
い
学
び
、
学
生
同
士
の
交
流
の
場
と
し
て
、
全
て
の
都
道
府
県
（
全
国
5
7
箇
所
）
に
学
習
拠
点
を
設
置
。

各
地
域
で
特
徴
の
あ
る
面
接
授
業
（
ス
ク
ー
リ
ン
グ
）
を
開
講
。

○
社
会
人
を
中
心
に
約
９
万
人
の
学
生
が
在
籍
し
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
寄
与
。

〔
放
送
大
学
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
〕

１
．
数
理
・デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
・Ａ
Ｉ
人
材
の
育
成

〔1
00

百
万

円
〕

○
企

業
等

で
活

躍
す

る
社

会
人

向
け

に
需

要
の

あ
る

「エ
キ

ス
パ

ー
トレ

ベ
ル

」の
人

材
育

成
の

た
め

の
学

修
コン

テ
ンツ

を
制

作
○

世
代

間
の

学
習

状
況

の
ギ

ャッ
プ

に
対

応
した

、社
会

人
向

け
の

効
果

的
な

リカ
レ

ント
教

育
プ

ログ
ラム

（
リテ

ラシ
ー

レ
ベ

ル
）

を
制

作

◆
AI
戦
略
20
21

（
令

和
3年

6月
11

日
決

定
）

【抜
粋

】
Ⅱ

. 未
来

へ
の

基
盤

作
り

：
教

育
改

革
と研

究
開

発
体

制
の

再
構

築
Ⅱ

－
１

教
育

改
革

社
会

人
に

対
す

る
リテ

ラシ
ー

教
育

に
つ

い
て

は
、人

々
の

生
活

ス
タイ

ル
の

変
化

や
D

Xの
推

進
に

伴
い

、リ
カレ

ン
ト教

育
の

需
要

は
高

ま
って

い
る

と考
え

られ
、こ

うし
た

取
組

へ
の

強
化

が
必

要
で

あ
る

。

主
な
要
求
事
項

0

２
．
D
Ｘ
に
よ
る
教
育
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
等

〔5
6百

万
円

〕
◆
単
位
認
定
試
験
に
お
け
る
IB
T※
の
導
入

※
IB

T(
In

te
rn

et
 B

as
ed

 T
es

tin
g)

○
学

習
セ

ンタ
ー

で
実

施
して

い
る

単
位

認
定

試
験

に
つ

い
て

IB
Tを

導
入

し、
学

生
は

自
由

な
時

間
に

自
宅

の
パ

ソ
コン

等
か

らシ
ス

テ
ム

に
ログ

イン
し、

AI
に

よ
る

監
視

の
下

で
受

験
が

可
能

。
◆
Ｄ
Ｘ
・Ｌ
Ａ
に
よ
る
教
育
シ
ス
テ
ム
等
の
高
度
化
推
進

※
Ｌ

Ａ
(L

ea
rn

in
g 

An
al

yt
ic

s)
○

蓄
積

され
た

学
習

ログ
・デ

ー
タに

つ
い

て
、他

大
学

や
JM

O
O

C等
と連

携
して

分
析

を
行

い
、効

果
的

な
補

助
教

材
、学

習
ツー

ル
等

を
開

発
・提

供
○

「メ
デ

ィア
教

育
研

究
開

発
セ

ンタ
ー

（
仮

称
）

」に
お

い
て

、学
習

ツー
ル

や
授

業
配

信
、I

BT
等

の
シ

ス
テ

ム
を

搭
載

した
プ

ラッ
トフ

ォー
ム

を
構

築
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（２）専修学校による地域産業中核的人材養成事業 

 

（前 年 度 予 算 額   ７２５，００３千円） 

令和４年度予算額(案)   ９８４，４９８千円  

 

１．要旨 

産業や社会構造の変化、グローバル化等が進む中で、経済社会の一層の発展を期すため

には、経済再生の先導役となる産業分野の雇用拡大や人材移動を円滑に進めるとともに、

個人の可能性を最大限発揮し、日本再生・地域再生を担う中核的役割を果たす専門人材の

養成が必要不可欠である。 

「経済財政運営と改革の基本方針2021」や「成長戦略実行フォローアップ」、「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」、「第三期教育振興基本計画」においても、実践的な職業教

育を行う専修学校における職業人材の育成推進等が示されているところである。 

これらの方向性を踏まえ、柔軟な制度的特性を生かしながら産業構造の変化や各地域

のニーズ等に対応した実践的な職業教育を行う専修学校の人材養成機能を充実・強化す

るため、これからの時代に対応した教育プログラム等の開発を進める。 

 

 

２．内容 

それぞれの専修学校が、機動的な産学連携体制を土台としつつ、これからの時代に求め

られる多面的・重層的な諸課題に的確に対応し、教育実践を進めていくことを支援するた

め、以下の教育プログラム等を開発する。 

（１）専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラム 

421,331 千円（新規） 

日本における喫緊の課題であるデジタル人材養成・確保に向け、専修学校において効

率的にデジタルスキル等を学ぶため、各業界・分野において、専修学校と業界団体とが

連携し、就職までに生徒に求められるデジタルリテラシーやスキルを明らかにしたう

えで、効率的にそれらを生徒に身に付けることができるモデルプログラムを構築する。

（16か所） 

（２）「学びのセーフティネット」機能の充実・強化    101,961 千円（101,961 千円） 

学びのセーフティネット機能の強化に向けて高等専修学校と地域・外部機関等との

連携を通じた実効的な教育体制「チーム高等専修学校」を構築する。（６か所） 

（３）専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証  

388,368 千円（388,368 千円） 

これからの時代を担う地域の中核的な職業人材を養成するため、専門学校と高等学
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校、教育委員会等の行政及び企業が協働で、職業に関する意識の涵養や早期から育成す

べき基礎的素養を高等学校段階で養成し、社会的ニーズに応じた専門的な職業教育を

専門学校において実施する高・専一貫の教育プログラムを開発するモデルを構築する。

（16か所） 

（４）分野横断連絡調整会議の設置            57,310 千円（29,493 千円） 

各プロジェクトにおいて開発・実証・研究された成果に横串を刺し、それらを体系的

にまとめる。（２か所） 

（５）その他（企画推進委員会の設置等）           15,528 千円（15,901 千円） 

（６）（前年度限りの経費）Society 5.0 等対応カリキュラムの開発・実証（75,600 千円） 

（７）（前年度限りの経費）地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証 （113,680 千円） 
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機
密
性
2情
報

0

専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人
材
養
成
事
業

経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
2
1
（
令
和
3
年
6
月
1
8
日
閣
議
決
定
）

第
２
章
次
な
る
時
代
を
リ
ー
ド
す
る
新
た
な
成
⾧
の
源
泉
～
４
つ
の
原
動
力
と
基
盤
づ
く
り
～

２
．
官
民
挙
げ
た
デ
ジ
タ
ル
化
の
加
速

（
３
）
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
、
デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド
の
解
消
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

全
国
の
大
学
・
高
等
専
門
学
校
・
専
門
学
校
等
に
お
い
て
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
・
A
I教
育
の

充
実
や
、
デ
ジ
タ
ル
関
連
学
部
や
修
士
・
博
士
課
程
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
質
量
両
面
で
の
拡
充
・
再
編
を
図

る
こ
と
と
し
、
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
普
及
、
国
際
競
争
力
の
あ
る
分
野
横
断
型
の
博
士
課
程
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
創
設
、
ダ
ブ
ル
メ
ジ
ャ
ー
等
を
推
進
す
る
。

３
．
日
本
全
体
を
元
気
に
す
る
活
力
あ
る
地
方
創
り
～
新
た
な
地
方
創
生
の
展
開
と
分
散
型
国
づ
く
り
～

（
８
）
分
散
型
国
づ
く
り
と
個
性
を
生
か
し
た
地
域
づ
く
り

専
門
高
校
・
専
修
学
校
に
お
い
て
、
地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
実
践
的
な
職
業
教

育
を
推
進
す
る
。


産
業
や
社
会
構
造
の
変
化
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
が
進
む
中
で
、
経
済
社
会
の
一
層

の
発
展
を
期
す
た
め
に
は
、
経
済
再
生
の
先
導
役
と
な
る
産
業
分
野
の
雇
用
拡
大

や
人
材
移
動
を
円
滑
に
進
め
る
と
と
も
に
、
個
人
の
可
能
性
を
最
大
限
発
揮
し
、
日

本
再
生
・地
域
再
生
を
担
う
中
核
的
役
割
を
果
た
す
専
門
人
材
の
養
成
が
必
要

不
可
欠
。


ま
た
、
実
際
の
教
育
現
場
で
は
、
専
門
学
校
に
お
け
る
学
び
の
質
を
高
め
る
た
め
、
よ

り
早
い
時
期
か
ら
キ
ャ
リア
意
識
、
専
門
知
識
を
涵
養
で
き
る
よ
う
な
ア
プ
ロ
ー
チ
が
必

要
との
声
が
あ
る
。

背
景
・課
題

事
業
概
要

専
修
学
校
等
に
委
託
を
行
い
、
各
職
業
分
野
に
お
い
て
今
後
必
要
と
な
る
新
た
な
教
育
モ
デ
ル
を
形
成
す
る
と
と
も
に
、
各
地
域
か
ら
人
的
・物
的

協
力
な
どを
得
る
こ
とで
カ
リキ
ュ
ラ
ム
の
実
効
性
、
事
業
の
効
率
性
を
高
め
つ
つ
、
各
地
域
特
性
に
応
じ
た
職
業
人
材
養
成
モ
デ
ル
を
形
成
す
る
。

社
会
に
求
め
ら
れ
る
人
材
ニ
ー
ズ
に

基
づ
い
た
教
育
モ
デ
ル
カ
リキ
ュ
ラ
ム

人
材
養
成
モ
デ
ル
の
形
成

開
発
し
た
モ
デ
ル
カ
リキ
ュ
ラ
ム
等
を
活
用
し
、

全
国
の
専
修
学
校
が
自
ら
の
教
育
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
を
改
編
・充
実

人
材
養
成
モ
デ
ル
の
活
用

目
指
す
成
果

専
修
学
校
と
産
業
界
、
行
政
機
関
等
と
の
連
携
を
発

展
さ
せ
、
諸
課
題
に
対
応
し
た
教
育
内
容
の
充
実
を
図

る
こ
と
で
、
地
域
の
中
核
的
な
職
業
教
育
機
関
で
あ
る

専
修
学
校
の
人
材
養
成
機
能
を
向
上

こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
多
面
的
・重
層
的
な
諸
課
題
に
対
応
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

各
業
界
・分
野
に
お
い
て
、
D
X
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ

ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
に
求
め
ら
れ
る
知
識
や

技
能
を
専
修
学
校
と業
界
団
体
とが
連
携
し
て
明

ら
か
に
す
る
とと
も
に
、
効
率
的
に
そ
れ
ら
を
習
得
す

る
こ
と
が
で
き
る
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築
す
る
。

(モ
デ
ル
:1
6箇
所
×
25
百
万
円
）

(調
査
研
究
:
1箇
所
×
24
百
万
円
）

(連
絡
調
整
会
議
:1
箇
所
×
28
百
万
円
）

学
び
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
強
化
に
向
け
て
、

高
等
専
修
学
校
と
地
域
・外
部
機
関
等
と
の
連

携
を
通
じ
た
実
効
的
な
教
育
体
制
（
「チ
ー
ム
高

等
専
修
学
校
」）
を
構
築
す
る
。

(モ
デ
ル
:5
箇
所
×
約
17
百
万
円
）

(調
査
研
究
:
1箇
所
×
19
百
万
円
）

新
た
な
社
会
的
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
専
門
的
職
業
人

材
を
育
成
す
る
た
め
、
専
門
学
校
と
高
等
学
校
、

教
育
委
員
会
等
の
行
政
及
び
企
業
が
協
働
で
、

高
・専
一
貫
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
す
る
モ

デ
ル
を
構
築
す
る
。

(モ
デ
ル
:1
6箇
所
×
24
百
万
円
）

(連
絡
調
整
会
議
:1
箇
所
×
29
百
万
円
）

新
規

令
和
4年
度
予
算
額
（
案
）

98
4百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

72
5百
万
円
）
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【参考】 令和３年度補正予算 

 

 

○失業者・非正規雇用労働者等への就職・転職支援プログラムの実施 

 

・DX 等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業 

（  新   規  ） 

１，５５０，３７１千円 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就業者・失業者・非正規雇用労働者等に対し、

ＤＸ等成長分野を中心に大学・専門学校等を拠点とした就職・転職支援に繋がるプログラム

を提供しキャリアアップを図る。 

 

 

○教育の質向上に向けた DX の推進 

 

・放送大学学園補助金（デジタル化対応教育環境整備） 

（  新   規  ） 

６９，４２０千円 

 放送大学におけるデジタル化対応環境整備として単位認定試験における IBT を導入し、

試験期間中、学制が自由な時間に自宅等のパソコン等で受験できる環境を整えるための、本

人認証や不正防止等の課題に対応したシステム構築を新たに実施する。 

 

・放送大学学園における学習環境の充実のための整備  

（  新   規  ） 

８９８，５５７千円 

放送大学において、放送授業の実施や全国の学習センター等の対面授業等を円滑に実施

するための教育環境の維持改善を進めることで、生涯学習の機会の充実を図り、成長産業等

を支える有為な人材養成を推進 
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